
１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　３市　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

各都市の証明手数料と比べると若干ではあるが低めなので、さいたま市手数
料条例の見直しを行うことにより歳入確保は可能である。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
境界確認証明書の発行手数料は、各都市と比較すると料金が低いため、今後の見直しの余地はあるが、さいたま市手数料条例の改正
は、１課だけではできないことなので、全体での調整や検討が必要になる。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

市の財産である土地に関してはしっかりと把握する必要があり、後の無用なト
ラブル等を避けるためにも民間に委託するのではなく、職員自ら証明を発行
することが望ましいため。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市有地と民有地の境界確認について、境界確認証明書の発行依頼が生じた場合は、さいたま市事務手数料条例第２条の各種証明
により、１件につき２００円と定められている。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

（歳入）市有地等境界確認証明書交付手数料

０４８－８２９－１１８８責任者 問い合わせ先丸山　彦文

コード 01150201 － ０００
（歳入）市有地等境界確認証明書交付手数料

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市事務手数料条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局 財政部 用地管財課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

各都市の１件あたりの手数料は、横浜市：３００円、川崎市：３００円、千葉市
：３００円、相模原市：３００円で、本市は２００円となっており、関東地方の指定
都市の水準よりも料金が低い。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 財政局 財政部 用地管財課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

０４８－８２９－１１８８責任者 問い合わせ先丸山　彦文

コード －
自動販売機の行政財産目的外使用料

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

行政財産に設置されている自動販売機については、設置希望者の申し出により、条例、規則等に従い各施設管理者が許可を行い、
目的外使用料を徴収している。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
地方自治法改正により行政財産への貸付が可能となってから、近隣市では、自動販売機の設置について目的外使用許可から貸付へ切
り替え、入札により貸付料を決定して自主財源の確保を行なっている。本市においても、近隣市の事例を参考にして基準等を検討し、今
後目的外使用許可から貸付へ切り替え、入札により貸付料を決定し、財源の確保を行う。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

玄関マットや新たな目的外の収入を検討、実施することにより歳入の確保が
可能になるため

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 歳入の主なものは、自動販売機等設置に伴う行政財産使用による使用料であり、新たな広告手段を検討し収入の確保を目指す。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

本庁舎の建物内及び敷地内を一部利用することによる許可行為のため

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

本庁舎の建物内及び敷地内を一部利用するにあたり、その目的に応じ使用者に応分の負担を頂くために使用料を徴収する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

(歳入) 総務使用料

０４８－８２９－１１６９責任者 問い合わせ先鈴木　勝幸

コード ０１１５０１０１ － ０００
行政財産使用料

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市行政財産の使用料に関する条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局　財政部　庁舎管理課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

使用料については土地及び建物の評価額によって算出されるので一概には
言えないが、さいたま市は関東地方の指定都市の水準に比べ割高になって
しまうため

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

各都市の1件当たり手数料は、横浜市：300円、川崎市：300円、千葉市：300
円、相模原市：300円であり、本市手数料２００円は、関東地方の指定都市の
水準よりも安い。

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 財政局　契約課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市事務手数料条例

根拠法令

実施方法

妥当性

（歳入）工事施工等証明手数料

048‐829‐1176責任者 問い合わせ先清水　達夫

コード 01150201 － 000
各種の証明

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

本市（旧市を含む)発注工事を施工したことの証明を行う。主に、一般競争入札の参加資格に、類似工事の施工実績を求められた場
合に、施工実績があることを確認するための書類として使用されている。
料金については、さいたま市事務手数料条例別表で各種の証明事務手数料（２００円）として定められている。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
各関東指定都市との比較から、手数料を100円増額することは可能と考えるが、一般的な証明事務であり、各関東指定都市とも、各種証
明手数料としての位置づけであることから、本市においても、各種証明手数料全体のなかで検討する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

本市発注工事の書類を確認のうえ、証明書を発行するため、民間委託は不
可能。
また、年間10件程度と件数が少ないため、民間委託にはなじまない。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

各関東指定都市並の300円とすることは可能。ただし、年間10件程度のた
め、増収も年間1,000円程度にとどまる。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　浦和・大宮・与野市　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

各都市の1件当たりの手数料は、横浜市：300円、川崎市：300円、千葉市：
300円、相模原市：300円であり、本市の手数料（200円）は、関東地方の指定
都市の水準よりも安い。

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 財政局　税制課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市税条例第10条、第82条の3、さいたま市事務手数料条例第2条

根拠法令

実施方法

妥当性

（歳入）税務証明手数料

048-829-1157責任者 問い合わせ先石塚　晃

コード 01150201 － 001
（歳入）税務証明手数料

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市民に対して、市税に係る証明書を交付する。
手数料は１件当たり２００円である。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
郵便局の委託については、費用対効果の検証を行い見直す必要がある。
他部署の証明等の手数料を勘案し、適正な手数料について検討する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

一部の税証明については、市内郵便局に発行を委託している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

関東地方の政令市と比べ手数料が安く、人件費及びシステム運用費をまか
なえる受益者負担を求めるかについて検討が必要である。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容 他部署の証明等の手数料を勘案し、適正な手数料について検討する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 01150201 － 002

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市税条例第８２条の２、さいたま市事務手数料条例第２条

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局　税制課

（歳入）税務証明手数料

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

（歳入）固定資産課税台帳等の閲覧手数料

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1157責任者 問い合わせ先石塚　晃

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ 　

左記として判断した根拠

一部の税証明発行については、郵便局に発行を委託していることから、閲覧
についても、委託を検討する必要がある。

　事務改善

各都市の1件当たりの手数料は、横浜市：300円、川崎市：300円、千葉市：
300円、相模原市：300円であり、本市の手数料（150円）は、関東地方の指定
都市の水準よりも安い。

関東地方の政令市と比べ手数料が安く、人件費及びシステム運用費をまか
なえる受益者負担を求めるかについて検討が必要である。

市民に対して、固定資産課税台帳等の閲覧を行う。
手数料は１件当たり１５０円である。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市でも同様の市税徴収業務を実施している。

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署
財政局　税務部　市民税課
財政局　税務部　収納対策課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

地方税法、さいたま市市税条例

根拠法令

実施方法

妥当性

（歳入）個人市民税＜現年課税分＞

048-829-1911
048-829-1164

責任者 問い合わせ先
三枝　政幸
関根　三男

コード 01010101 － 000

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

①市内に住所を有する個人、②市内に住所を有しないが、事務所・事業所又は家屋敷を有する個人に対して、所得に基づき賦課徴
収する税である。均等割と所得割とからなり、税額は、均等割が３,０００円、所得割が税率６％である。収入未済の生じた主な理由は、
景気の悪化に伴う賃金の減少が納税資力の低下に繋がったことによる。不納欠損の生じた主な理由は、財産調査の結果、滞納処分
ができる財産がなく、滞納者死亡で相続人が不在である等徴収金を徴収することができないことが明らかである場合による。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
・申告書未提出者に対する調査の完全実施を継続し、適正課税に努める。・口座振替制度の利用促進等により、納期内納付率の向上を
図り、高額事案の滞納整理に早期着手し、催告や折衝を徹底し年度内完納を図る。平成22年4月からコンビニ収納を開始し、納付機会
を拡大して納税者の利便性を向上し、納期内納付の一層の向上を図る。納税催告センターを効果的に運営し、滞納の未然防止を図る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

滞納整理業務は公権力を行使する業務のため、民間委託は不可能。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

平成２０年度の個人市民税の収納率は９７．２％であり、２．８％の収入未済が
生じている。また、同年度の不納欠損金額は７３０万円である。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
・より効率的、効果的な法人実態調査を実施し、公平・適正な課税を図る。
・督促状、催告書などの文書催告、納税折衝を徹底して行い年度内完納を図る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 01010102 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

地方税法、さいたま市市税条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署
財政局　税務部　市民税課
財政局　税務部　収納対策課

（歳入）　法人市民税＜現年課税分＞

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1911
048-829-1164

責任者 問い合わせ先
三枝　政幸
関根　三男

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ 　

左記として判断した根拠

滞納整理業務は公権力を行使する業務のため、民間委託は不可能。

　事務改善

関東指定都市でも同様の市税徴収業務を実施している。

平成２０年度の法人市民税の収納率は９９．６％であり、０．４％の収入未済が
生じている。

市内法人から設立等の届出を受け、登録・管理を行う。法人税額から算出する法人税割額と資本金の額等から算出する均等割額の
申告内容を精査、データ登録し調定資料を作成する。国・県の課税資料と市の申告データとの突合を行い、税額に差異があった場合
は更正処理を行う。収入未済の生じた主な理由は、景気悪化に伴う収益の減少が運転資金や債務返済に配分せざるを得なかったこ
とによる。なお、不納欠損は生じていない。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市でも同様の市税徴収業務を実施している。

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署
財政局　税務部　固定資産税課
財政局　税務部　収納対策課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

地方税法、さいたま市市税条例

根拠法令

実施方法

妥当性

（歳入）固定資産税＜現年課税分＞

048-829-1182
048-829-1164

責任者 問い合わせ先
竹内　　弘
関根　三男

コード 010201 － 000

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市内に所在する土地・家屋・償却資産の価格に応じて課税を行う。納税義務者はこれらの資産の１月１日現在の所有者であり、税率
は1.4％である。収入未済の生じた主な理由は、景気の悪化に伴う賃金の減少が納税資力の低下に繋がったことによる。不納欠損の
生じた主な理由は、財産調査の結果、滞納処分ができる財産がなく、滞納者死亡で相続人が不在である等徴収金を徴収することがで
きないことが明らかである場合による。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容

・課税客体の把握と異動情報の収集や現地調査により適正課税に努める。
・口座振替制度の利用促進等により、納期内納付率の向上を図り、高額事案の滞納整理に早期着手し、催告や折衝を徹底し年度内完
納を図る。平成22年4月からコンビニ収納を開始し、納付機会を拡大して納税者の利便性を向上し、納期内納付の一層の向上を図る。
納税催告センターを効果的に運営し、滞納の未然防止を図る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　固定資産の評価に関するシステムの導入を民間に委託しており、そのシス
テムを民間業者より賃借しているため。なお、滞納整理業務は公権力を行使
する業務のため、民間委託は不可能。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

平成２０年度の固定資産税の収納率は９８．３％であり、１．７％の収入未済が
生じている。また、同年度の不納欠損金額は２５０万円である。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容

・適正に納税義務者を把握するため、転出入者への通知等を行う。
・口座振替制度の利用促進等により、納期内納付率の向上を図り、高額事案の滞納整理に早期着手し、催告や折衝を徹底し年度内完
納を図る。平成22年4月からコンビニ収納を開始し、納付機会を拡大して納税者の利便性を向上し、納期内納付の一層の向上を図る。
納税催告センターを効果的に運営し、滞納の未然防止を図る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 01010301 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

地方税法、さいたま市市税条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署
財政局　税務部　市民税課
財政局　税務部　収納対策課

（歳入）　軽自動車税＜現年課税分＞

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1911
048-829-1164

責任者 問い合わせ先
三枝　政幸
関根　三男

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ 　

左記として判断した根拠

滞納整理業務は公権力を行使する業務のため、民間委託は不可能。

　事務改善

関東指定都市でも同様の市税徴収業務を実施している。

平成２０年度の軽自動車税の収納率は９６．４％であり、３．６％の収入未済が
生じている。また、同年度の不納欠損金額は６万円である。

賦課期日（４月１日）現在、市内に定置場を有する軽自動車等の所有者に対し軽自動車税を賦課徴収する。このため、原動機付自転
車及び小型特殊自動車の標識交付、軽自動車等の所有者からの申告受付及び登録を行なう。収入未済の生じた主な理由は、景気
の悪化に伴う賃金の減少が納税資力の低下に繋がったことによる。不納欠損の生じた主な理由は、財産調査の結果、滞納処分がで
きる財産がなく、滞納者死亡で相続人が不在である等徴収金を徴収することができないことが明らかである場合による。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市でも同様の市税徴収業務を実施している。

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署
財政局　税務部　市民税課
財政局　税務部　収納対策課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

地方税法、さいたま市市税条例

根拠法令

実施方法

妥当性

（歳入）　事業所税＜現年課税分＞

048-829-1911
048-829-1164

責任者 問い合わせ先
三枝　政幸
関根　三男

コード 01010701 － 000

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市内合計床面積が1000㎡を超える事業所等にかかる資産割、市内従業者の合計が100人を超える事業所等にかかる従業者割の申
告書について、免税点判定が適正に行われているか等、申告内容を精査、データ登録し、調定資料を作成する。収入未済の生じた
理由は、景気悪化に伴う収益の減少が運転資金や債務返済に配分せざるを得なかったことによる。なお、不納欠損は生じていない。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容

・未申告事業所について、より効率的、効果的な申告勧奨、申告指導を行い、公平・適正な課税を図る。
・督促状、催告書などの文書催告、納税折衝を徹底して行い年度内完納を図る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

滞納整理業務は公権力を行使する業務のため、民間委託は不可能。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

平成２０年度の事業所税の収納率は９９．７％であり、０．３％の収入未済が生
じている。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容

・課税客体の把握と異動情報の収集や現地調査により適正課税に努める。
・口座振替制度の利用促進等により、納期内納付率の向上を図り、高額事案の滞納整理に早期着手し、催告や折衝を徹底し年度内完
納を図る。また、平成22年4月からコンビニ収納を開始し、納付機会を拡大して納税者の利便性を向上し、納期内納付の一層の向上を
図る。納税催告センターを効果的に運営し、滞納の未然防止を図る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 010801 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

地方税法、さいたま市市税条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署
財政局　税務部　固定資産税課
財政局　税務部　収納対策課

（歳入）都市計画税＜現年課税分＞

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1182
048-829-1164

責任者 問い合わせ先
竹内　　弘
関根　三男

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ 　

左記として判断した根拠

　固定資産の評価に関するシステムの導入を民間に委託しており、そのシス
テムを民間業者より賃借しているため。なお、滞納整理業務は公権力を行使
する業務のため、民間委託は不可能。

　事務改善

関東指定都市でも同様の市税徴収業務を実施している。

平成２０年度の都市計画税の収納率は９８．１％であり、１．９％の収入未済が
生じている。また、同年度の不納欠損金額は６２万円である。

市内の市街化区域内に所在する土地、家屋の価格に応じて課税を行う。納税義務者はこれらの資産の１月１日現在の所有者であり、
税率は0.3％である。収入未済の生じた主な理由は、景気の悪化に伴う賃金の減少が納税資力の低下に繋がったことによる。不納欠
損の生じた主な理由は、財産調査の結果、滞納処分ができる財産がなく、滞納者死亡で相続人が不在である等徴収金を徴収するこ
とができないことが明らかである場合による。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成２０年度の個人市民税の収納率は２０．９％であり、７０．６％の収入未済
が生じている。また、同年度の不納欠損金額は５億１２８万円である。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
自主納付が見込めない事案については、徹底した財産調査を実施し速やかに差押えを行う。また、捜索を実施して差押えた動産につい
てインターネット公売を活用するなど、計画的に滞納整理を進め、滞納事案の早期完結を図る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

滞納整理業務は公権力を行使する業務のため、民間委託は不可能。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

個人市民税の滞納繰越分について、滞納整理を行い市税収入の確保を図る。収入未済の生じた主な理由は、景気の悪化に伴う賃
金の減少が納税資力の低下に繋がったことによる。不納欠損の生じた主な理由は、財産調査の結果、滞納処分できる財産がないも
の、生活困窮状態であるもの、所在・財産がないものについて、滞納処分の執行停止をしてから３年が経過したこと等による。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

（歳入）個人市民税＜滞納繰越分＞

０４８－８２９－１１６４責任者 問い合わせ先関根　三男

コード 01010101 － 000
事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

地方税法、さいたま市市税条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局　税務部　収納対策課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市でも同様の市税徴収業務を実施している。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ 　

左記として判断した根拠

滞納整理業務は公権力を行使する業務のため、民間委託は不可能。

　事務改善

均等割、法人税割ともに標準税率を適用している。法人税割で不均一課税を
適用しているが、その適用範囲に一部違いが見られる。
関東指定都市でも同様の市税徴収業務を実施している。

平成２０年度の法人市民税の収納率は２２．３％であり、６９．５％の収入未済
が生じている。また、同年度の不納欠損金額は３，０５３万円である。

法人市民税の滞納繰越分について、滞納整理を行い市税収入の確保を図る。収入未済の生じた主な理由は、景気の悪化に伴う収
益の減少が運転資金や債務返済に配分せざるを得なかったことによる。不納欠損の生じた主な理由は、財産調査の結果、滞納処分
できる財産がないもの、所在及び財産がないものについて、滞納処分の執行停止をしてから３年が経過したこと、解散法人及び事業
再開見込みの立たない法人で将来に亘り滞納市税を徴収できないことが明らかなこと等による。

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・　　　年度）

3.全部委託

０４８－８２９－１１６４責任者 問い合わせ先関根　三男所管部署 財政局　税務部　収納対策課

（歳入）法人市民税＜滞納繰越分＞

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

地方税法、さいたま市市税条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 01010102 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
自主納付が見込めない事案については、徹底した財産調査を実施し速やかに差押えを行う。また、捜索を実施して差押えた動産につい
てインターネット公売を活用するなど、計画的に滞納整理を進め、滞納事案の早期完結を図る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）

14



１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成２０年度の固定資産税の収納率は２７．０％であり、６５．５％の収入未済
が生じている。また、同年度の不納欠損金額は３億５７４万円である。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
自主納付が見込めない事案については、徹底した財産調査を実施し速やかに差押えを行う。また、捜索を実施して差押えた動産につい
てインターネット公売を活用するなど、計画的に滞納整理を進め、滞納事案の早期完結を図る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

滞納整理業務は公権力を行使する業務のため、民間委託は不可能。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

固定資産税の滞納繰越分について、滞納整理を行い市税収入の確保を図る。収入未済の生じた主な理由は、景気の悪化に伴う賃
金の減少が納税資力の低下に繋がったことによる。不納欠損の生じた主な理由は、財産調査の結果、滞納処分できる財産がないも
の、生活困窮状態であるもの、所在・財産がないものについて、滞納処分の執行停止をしてから３年が経過したこと等による。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

（歳入）固定資産税＜滞納繰越分＞

０４８－８２９－１１６４責任者 問い合わせ先関根　三男

コード 01010201 － 000
事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

地方税法、さいたま市市税条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局　税務部　収納対策課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市でも同様の市税徴収業務を実施している。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ 　

左記として判断した根拠

滞納整理業務は公権力を行使する業務のため、民間委託は不可能。

　事務改善

関東指定都市でも同様の市税徴収業務を実施している。

平成２０年度の軽自動車税の収納率は２１．６％であり、６５．７％の収入未済
が生じている。また、同年度の不納欠損金額は１，０２５万円である。

軽自動車税の滞納繰越分について、滞納整理を行い市税収入の確保を図る。収入未済の生じた主な理由は、景気の悪化に伴う賃
金の減少が納税資力の低下に繋がったことによる。不納欠損の生じた主な理由は、財産調査の結果、滞納処分できる財産がないも
の、生活困窮状態であるもの、所在・財産がないものについて、滞納処分の執行停止をしてから３年が経過したこと等による。

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・　　年度）

3.全部委託

０４８－８２９－１１６４責任者 問い合わせ先関根　三男所管部署 財政局　税務部　収納対策課

（歳入）軽自動車税＜滞納繰越分＞

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

地方税法、さいたま市市税条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 01010301 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
自主納付が見込めない事案については、徹底した財産調査を実施し速やかに差押えを行う。また、捜索を実施して差押えた動産につい
てインターネット公売を活用するなど、計画的に滞納整理を進め、滞納事案の早期完結を図る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成２０年度の特別土地保有税の収納率は０％であり、３９．９％の収入未済
が生じている。また、同年度の不納欠損金額は３，７８４万円である。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
自主納付が見込めない事案については、徹底した財産調査を実施し速やかに差押えを行う。また、捜索を実施して差押えた動産につい
てインターネット公売を活用するなど、計画的に滞納整理を進め、滞納事案の早期完結を図る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

滞納整理業務は公権力を行使する業務のため、民間委託は不可能。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

特別土地保有税の滞納繰越分について、滞納整理を行い市税収入の確保を図る。収入未済の生じた主な理由は、景気の悪化に伴
う収益の減少が運転資金や債務返済に配分せざるを得なかったことによる。不納欠損の生じた主な理由は、財産調査の結果、滞納処
分できる財産がないもの、所在及び財産がないものについて、滞納処分の執行停止をしてから３年が経過したこと、解散法人及び事
業再開見込みの立たない法人で将来に亘り滞納市税を徴収できないことが明らかなこと等による。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

（歳入）特別土地保有税＜滞納繰越分＞

０４８－８２９－１１６４責任者 問い合わせ先関根　三男

コード 01010501 － 000
事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局　税務部　収納対策課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市でも同様の市税徴収業務を実施している。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ 　

左記として判断した根拠

滞納整理業務は公権力を行使する業務のため、民間委託は不可能。

　事務改善

関東指定都市でも同様の市税徴収業務を実施している。

平成２０年度の事業所税の収納率は６１．１％であり、３８．９％の収入未済が
生じている。

事業所税の滞納繰越分について、滞納整理を行い市税収入の確保を図る。
収入未済の生じた主な理由は、景気の悪化に伴う収益の減少が運転資金や債務返済に配分せざるを得なかったことによる。

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・　　年度）

3.全部委託

０４８－８２９－１１６４責任者 問い合わせ先関根　三男所管部署 財政局　税務部　収納対策課

（歳入）事業所税＜滞納繰越分＞

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

地方税法、さいたま市市税条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 01010701 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
自主納付が見込めない事案については、徹底した財産調査を実施し速やかに差押えを行う。また、捜索を実施して差押えた動産につい
てインターネット公売を活用するなど、計画的に滞納整理を進め、滞納事案の早期完結を図る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）

18



１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成２０年度の都市計画税の収納率は２６．４％であり、６６．４％の収入未済
が生じている。また、同年度の不納欠損金額は７，５９５万円である。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
自主納付が見込めない事案については、徹底した財産調査を実施し速やかに差押えを行う。また、捜索を実施して差押えた動産につい
てインターネット公売を活用するなど、計画的に滞納整理を進め、滞納事案の早期完結を図る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

滞納整理業務は公権力を行使する業務のため、民間委託は不可能。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

都市計画税の滞納繰越分について、滞納整理を行い市税確保を図る。収入未済の生じた主な理由は、景気の悪化に伴う賃金の減
少が納税資力の低下に繋がったことによる。不納欠損の生じた主な理由は、財産調査の結果、滞納処分できる財産がないもの、生活
困窮状態であるもの、所在及び財産がないものについて、滞納処分の執行停止をしてから３年が経過したこと等による。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

（歳入）都市計画税＜滞納繰越分＞

０４８－８２９－１１６４責任者 問い合わせ先関根　三男

コード 01010801 － 000
事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

地方税法、さいたま市市税条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局　税務部　収納対策課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市でも同様の市税徴収業務を実施している。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　浦和・大宮･与野　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市の他の部署では、類似の事業を実施していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
予算編成において効率化を図るよう、手法の見直しを検討する。補正予算については、当初予算における年間予算の編成とその着実な
執行を基本として、必要に応じて編成するよう更に徹底する。また、予算編成過程の透明化を推進していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

予算を編成することにより、市の事業を実施することが可能となる。

左記として判断した根拠

本市財政にかかわる事務であるため、民間委託は不可能である。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　予算編成方針の策定及び当初予算の編成を行うとともに、必要に応じて補正予算の編成を行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

予算編成及び執行管理事業

048-829-115１責任者 問い合わせ先吉原　栄二

コード 031410 － 001
予算編成事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局　財政部　財政課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

市の事業を実施するために必要な予算を編成するものであり、市民にとって
必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

本市財政にかかわる事務であるため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市も同様に実施している。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

指定都市等の意見を国などの関係機関に要望しており、その効果は大きい
ため。

左記として判断した根拠

　行政としての考え方等を整理する必要があるため。

　事務改善

関東指定都市と協調して活動しているため。

　地域主権改革の実現に向け、指定都市市長会や九都県市首脳会議など他都市と連携を図り、国に対して意見発出等を行う。
　※指定都市市長会：全国の指定都市の緊密な連携のもとに、大都市行財政の円滑な推進と伸張を図るための組織
　　九都県市首脳会議：首都圏の都県と指定都市が長期的展望のもとに、広域的課題に積極的に取り組むための組織

　国・県から権限・財源の移譲を受け、地域の実情に応じた施策の展開を可
能とすることにより、市民生活の向上が図られるため。

左記として判断した根拠

　国や県からの権限・財源の移譲等を受けるため、指定都市等の意見を反映
させる必要があるため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　平成１５年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-115１責任者 問い合わせ先吉原　栄二所管部署 財政局　財政部　財政課

予算編成及び執行管理事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

大都市会議事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 031410 － 002

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　地域主権改革に関して、制度的な面は都市経営戦略室、財政面について
は財政課で検討を行う等の役割を分担しているため。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容 他指定都市などとの連携を図り、地域主権改革の推進に取り組んでいく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容 国から委託された事務であり、コスト及び手法とも適正に処理しているため継続とする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　内閣府から調査委託をされている独自事業であり、他の事業との統合等は
できないと判断する。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 03410 － 003

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

地方公共団体消費状況等調査委託要綱

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局財政部財政課

予算編成及び執行管理事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

地方公共団体消費状況等調査

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８－８２９－１１５１責任者 問い合わせ先吉原　栄二

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　平成１５年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　GDPの四半期毎の速報値算出のための事業であり、間接的に市民への情
報提供に寄与すると判断する。

左記として判断した根拠

　都道府県・全政令指定都市が内閣府より調査委託されている事業であり、
当市のみ行わないという判断は下せない。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

　調査費には、内閣府で判断された国庫補助があたり、その範囲で行うことが
できる事業であり、費用対効果も大きな問題はないと判断する。

左記として判断した根拠

　当市独自の予算数値を調査するものであり、民間への再委託はできないと
判断する。

　事務改善

　全政令市が内閣府より調査委託されている事業であり、他の関東指定都市
も同様に実施している。

内閣府経済社会研究所が、四半期別国内総生産（ＧDＰ）を算出するため、調査委託された報告書を作成し、報告期限までに提出す
る。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 財政局財政部財政課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２３３条第５項

実施方法

妥当性

予算編成及び執行管事業

０４８－８２９－１１５１責任者 問い合わせ先吉原　栄二

コード 03410 － 004
行政報告書

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

地方自治法の規定により、一般会計及び特別会計に係る主要な施策の成果を説明する書類を作成し、議会に報告するもの。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 地方自治法に基づく事務であり、コスト及び手法とも適正に処理しているため継続とする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　浦和・大宮･与野　）・　昭和２８年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）

23



１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容 地方自治法に基づく事務であり、コスト及び手法とも適正に処理しているため継続とする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 03410 － 005

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２４３条の３第２項

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局財政部財政課

予算編成及び執行管理事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

出資法人経営状況説明書

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８－８２９－１１５１責任者 問い合わせ先吉原　栄二

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　浦和・大宮･与野　）・　昭和２８年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

左記として判断した根拠

　事務改善

地方自治法の規定により、毎事業年度、さいたま市が２分の１以上出資する民法第３４条の法人及び株式会社等の経営状況を作成
し、議会に提出するもの。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容 公共事業、公益増進事業に活用する収益金確保のため、宝くじの広報宣伝活動に努め、引き続き事業を実施していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市の他の部署では、類似の事業を実施していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 031410 － 006

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局財政部財政課

予算編成及び執行管理事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

宝くじ事務

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８－８２９－１１５１責任者 問い合わせ先吉原　栄二

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成１５年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

市民生活の向上に資するため、収益金を本市の教育施設、道路、社会福祉
施設などの公共事業並びに高齢化少子化対策、地域経済の活性化等の公
益増進事業に活用している。

左記として判断した根拠

当せん金付証票法に基づき宝くじを発行している。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

事務協議会に加入することにより、全国自治宝くじ及び関東・中部・東北自治
宝くじを発売することができ、収益金を確保することが可能となる。

左記として判断した根拠

本市財政にかかわる事務であるため、民間委託は不可能である。

　事務改善

関東指定都市も同事業を実施している。

宝くじを全国自治宝くじ事務協議会並びに関東・中部・東北宝くじ事務協議会を通じて発行し、その収益金を本市公共事業並びに公
益増進事業に活用する。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（平成１８年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市の他の部署では、類似の事業を実施していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 職員で対応可能な作業を精査し、委託業務内容の見直しを検討する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

将来の財政状況を推計することにより、健全財政を維持するための方策を計
画することが可能となる。

左記として判断した根拠

民間に委託しているため。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　健全財政の維持を図るため、社会経済状況を勘案し、将来の財政状況を推計する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

財政公表及び財政分析事業

048-829-115１責任者 問い合わせ先吉原　栄二

コード 031420 － 001
財政推計

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局　財政部　財政課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

　市民サービスの基礎となる市全体の財政状況を把握するため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

本市財政にかかわる事務であるため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市も同様に実施している。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

本市の財政状況を公表するための事務である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市も同様に実施している。

有効性

根拠

さいたま市の普通会計、公営事業会計及び財政援助団体の状況を市民にわ
かりやすく説明するための資料として、企業的手法による連結財務諸表の作
成は必要である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 財政局財政部財政課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令
簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関す
る法律第６２条第１項第１号

実施方法

妥当性

財政公表及び財政分析事業

０４８－８２９－１１５１責任者 問い合わせ先吉原　栄二

コード 31420 － 002
企業的手法による財政状況

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

自治体の財政状況を総合的かつ長期的に把握するため企業会計的手法（貸借対照表、行政コスト計算書、資金収支計算書、純資
産変動計算書）で分析する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 現在、総務省改定モデルにより財務諸表を作成しているが、基準モデルへの変更等を含め作成手法の見直しを検討する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

公認会計士等の専門的な知識が必要な事務を一部委託しているため、本市
職員のみで作成するよりは遥かに効果的である。

左記として判断した根拠

公認会計士等の専門的な知識が必要な事務を一部委託している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市の他の部署では、類似の事業を実施していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　平成20年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

本市財政にかかわる事務である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市においても同事業を実施している。

有効性

根拠

財政調整基金を確保することにより、予期しない収入減少や不時の支出増加
など不測の事態等に対応することができる。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 財政局財政部財政課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市財政調整基金条例

根拠法令

実施方法

妥当性

財政調整基金積立金

０４８－８２９－１１５１責任者 問い合わせ先吉原　栄二

コード 033610 － 000
財政調整基金積立金

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

財政調整基金（財政の年度間調整を図るために積み立てられる基金）に属する現金を最も確実かつ有利な方法で保管（運用）するこ
とにより生じる運用益を収入し、これを基金に編入するものである。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 健全財政の維持と緊急的な行政需要に対応するため、引き続き実施していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

年度間の財源の不均衡を調整するための資金を適正に積み立てている。

左記として判断した根拠

本市財政にかかわる事務であるため、民間委託は不可能である。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市の他の部署では、類似の事業を実施していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野））

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容 健全財政を維持するため、引き続き、市債の償還に必要な財源を計画的に確保していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市の他の部署では、類似の事業を実施していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 033810 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市減債基金条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局財政部財政課

減債基金積立金

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

減債基金積立金

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８－８２９－１１５１責任者 問い合わせ先吉原　栄二

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和・与野））

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

公債費の増嵩が本市財政の弾力性を失わせ、住民福祉のための諸事業に
影響を及ぼすことがないよう、市債の償還を計画的に行うために必要な財源
を確保する。

左記として判断した根拠

本市財政にかかわる事務である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

円滑に市債を償還するための資金を計画的にかつ適正に積み立てている。

左記として判断した根拠

本市財政にかかわる事務であるため、民間委託は不可能である。

　事務改善

関東指定都市においても同事業を実施している。

減債基金（市債の償還に必要な財源を確保し、将来にわたる市財政の健全な運営を行うために積み立てる基金）に属する現金を最も
確実かつ有利な方法で保管（運用）することにより生じる運用益を収入し、これを基金に編入するものである。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

本市財政にかかわる事務である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市においても同様の事業を実施している。

有効性

根拠

市民生活に必要不可欠な道路、教育施設などの公共施設整備において借り
入れた地方債の元金を償還年次表に基づき償還する。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 財政局財政部財政課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

借換債によるもの

根拠法令

実施方法

妥当性

元金償還金

０４８－８２９－１１５１責任者 問い合わせ先吉原　栄二

コード 231010 － 000
元金償還金

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

普通建設事業費の世代間負担の公平を確保するため借り入れた地方債の元金を償還する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 償還事務の効率化及び公債費総額の明確化を図るため、平成２５年度を目途に公債管理の一元化に向けた検討を行う。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

過去に借り入れた地方債の元金を適正に償還している。

左記として判断した根拠

本市財政にかかわる事務であるため、民間委託は不可能である。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他会計（他の所管課）においても元金償還を実施している。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
平成２５年度に市場公募地方債及び臨時財政対策債の大規模な借り換えが生じることから、予算規模の極端な変動を防ぎ、かつ市全体
の公債費の把握を容易にすることを目的に、公債管理の一元化に向けた検討を行う。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市の他の部署では、類似の事業を実施していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 231020 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局財政部財政課

公債管理特別会計繰出金

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

公債管理特別会計繰出金

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８－８２９－１１５１責任者 問い合わせ先吉原　栄二

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成１５年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

平成２５年度から開始される市場公募地方債の元金一括償還に備え、将来
の財政負担の平準化を図るために、毎年、定額の積み立てを実施する。

左記として判断した根拠

本市財政にかかわる事務である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ オ

平成１５年度から発行している「さいたま市債」の利子を適正に償還している。

左記として判断した根拠

本市財政にかかわる事務であるため、民間委託は不可能である。

　事務改善

公債管理特別会計における公債費の対象範囲について、当市は市場公募
地方債の償還のみである一方、他政令市は公債費全体の一元管理を行って
いる。

市債の管理とその経理の適正を図るために設置した公債管理特別会計への繰出金である。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容 償還事務の効率化及び公債費総額の明確化を図るため、平成２５年度を目途に公債管理の一元化に向けた検討を行う。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他会計（他の所管課）においても地方債の利子償還を実施している。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 232010 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局財政部財政課

長期借入金利子

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

長期借入金利子

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８－８２９－１１５１責任者 問い合わせ先吉原　栄二

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

市民生活に必要不可欠な道路、教育施設などの公共施設整備において借り
入れた地方債の利子を償還年次表に基づき償還する。

左記として判断した根拠

本市財政にかかわる事務である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ オ

過去に借り入れた地方債の利子を適正に償還している。

左記として判断した根拠

本市財政にかかわる事務であるため、民間委託は不可能である。

　事務改善

関東指定都市においても同様の事業を実施している。

普通建設事業費の世代間負担の公平を確保するため借り入れた地方債の利子を償還する。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

本市財政にかかわる事務である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市においても同事業を実施している。

有効性

根拠

一時的な収支の不均衡を解消するための支払い資金が調達できない場合
は、各事業の実施に支障をきたし、市民生活に著しい影響を与える。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 財政局財政部財政課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

一時借入金利子

０４８－８２９－１１５１責任者 問い合わせ先吉原　栄二

コード 232020 － 000
一時借入金利子

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

一時借入金（一会計年度内において歳計現金が不足した場合に、支払資金の不足を補うために行う借り入れ）の利子を支払うもので
ある。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
財政運営に支障が生じないよう、資金計画の適正な執行に努めるとともに、一時借入を回避するために、市債借入時期の工夫を検討し
ていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

一時借入金の利子を適正に償還している。

左記として判断した根拠

本市財政にかかわる事務であるため、民間委託は不可能である。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市の他の部署では、類似の事業を実施していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

本市財政にかかわる事務である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市においても同様の事業を実施している。

有効性

根拠

市債の借入は普通建設事業の財源として世代間の公平、財政負担の平準化
を図るために必要な手段である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 財政局財政部財政課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

市債借入事務事業

０４８－８２９－１１５１責任者 問い合わせ先吉原　栄二

コード 233010 － 000
市債借入事務事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

普通建設事業費（社会資本整備等）の世代間負担の公平を確保するため、地方財政法による総務省との協議、同意に基づき市債の
借入を実施する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 将来の公債費負担を減らすために、市債発行額の抑制や低利での資金調達を行い、引き続き、財政の健全性を維持する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

市場実勢に見合う透明性を確保した利率設定を行い、将来の市民負担を配
慮した資金調達を実現している。

左記として判断した根拠

本市財政にかかわる事務であるため、民間委託は不可能である。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市の他の部署では、類似の事業を実施していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 地方自治法に基づき、適正に計上しているため継続とする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

予算外の支出又は予算超過の支出に充てるため、歳入歳出予算に計上している。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

予備費

０４８－８２９－１１５１責任者 問い合わせ先吉原　栄二

コード 271010 － 000
予備費

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２１７条第１項

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局財政部財政課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（平成２０年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

公有財産である土地、建物を総務省の基準で評価額を算出する事業がな
い。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
新公会計制度を推進するにあたり、貸借対照表等に必要な資産価額を算出することは、市民が市の資産状況を確認するうえで必要と
なるため、今後も継続事業とするものです。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

システムを構築することは、手作業で行なうよりも効率よく行なうことができ
る。

左記として判断した根拠

システムの構築については、業務委託している。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　新公会計制度では、貸借対照表等の財務４表を作成し、保有する資産の評価については、「基準モデル」または「総務省方式改
訂モデル」を活用して整備することになっている。さいたま市では、段階的に整備を行なう「総務省方式改訂モデル」の手法で、土
地や建物などの資産評価及び台帳整備を実施し、財政課へ報告している。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

公有財産管理事業

０４８－８２９－１１８８責任者 問い合わせ先丸山　彦文

コード 03160201 － ００１
公会計システム整備

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市財産規則、普通財産貸付料算定基準

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局 財政部 用地管財課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

保有する資産の価額を算定することは、新公会計制度で作成する貸借対照
表等に必要であり、市民が市の資産状況を確認するうえで必要となる。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市が保有する資産価額を算出するため、市で実施する必要がある。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

基準モデルへの移行については、千葉市は移行済みであり、川崎市は、平
成２４年度に移行時期を予定している。本市及び横浜市、相模原市におい
ては、未定となっている。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

さいたま市財産規則、普通財産貸付料算定基準

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
普通財産を適正に維持管理することは、財産の有効活用及び近隣住民への安全を守る上で必要となるため、建物管理（清掃、警備）及
び除草業務、施設修繕において、仕様等を見直し競争入札等によりさらなるコスト削減に努めながら、今後も継続事業とするものです。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

普通財産は、目的に応じて各所管課で維持管理している。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 03160201 － ００２

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局 財政部 用地管財課

公有財産管理事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

普通財産の維持管理（委託、維持管理等）

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

０４８－８２９－１１８８責任者 問い合わせ先丸山　彦文

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　３市　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

普通財産を適正に維持管理することは、財産を有効に活用することができ、
また、未利用地においては、近隣住民の安全を守る上で必要となる。

左記として判断した根拠

市で保有している普通財産の維持管理は、市で実施する必要がある。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

建物管理（清掃、警備）や施設修繕においては、機能を低下させないようにし
ており、また、除草業務については、定期的に行い、近隣住民の安全を守る
上で行っている。

左記として判断した根拠

建物管理（清掃、警備）及び除草業務、施設修繕において、民間委託をして
いる。

　事務改善

他市の普通財産の管理は、さいたま市と同様に必要に応じて業務委託等を
行なっている。

用地管財課で所管している普通財産に対する維持管理業務であり、各施設の委託業務契約、修繕、苦情対応等を行い、適正な財産
の管理を行なう。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

さいたま市財産規則、普通財産貸付料算定基準

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

左記として判断した根拠

市民の財産である建物等の損害保険と市民等が対象となる損害賠償保険へ
の加入は、被害発生時の市の負担を軽減し、市民等への損害に対して迅速
に対応することができる。

左記として判断した根拠

⇒
　終　了

　継　続

クキ

ク

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

見直し内容
市民の財産である建物等の損害保険と市民等が対象となる損害賠償保険への加入は、被害発生時の市の負担を軽減し、市民等への
損害に対して迅速に対応することができるため、今後も継続事業とするものです。

有効性
５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

建物等の損害保険では類似事業はないが、市民等への損害賠償保険につ
いては、他所管において各事業に応じた保険に加入していることがある。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

建物の損害保険については、横浜市以外は加入している。また、市民等への
損害賠償保険については、千葉市、川崎市は加入しているが、横浜市、相模
原市は各所管課にて対応している。

市民の財産である建物等の損害保険と市民等が対象となる損害賠償保険へ
の加入は、被害発生時の市の負担を軽減し、市民等への損害に対して迅速
に対応することができる。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 財政局 財政部 用地管財課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

公有財産管理事業

０４８－８２９－１１８８責任者 問い合わせ先丸山　彦文

コード 03160201 － ００３
火災・施設賠償責任保険加入等の手続き事務

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

さいたま市所有の建物等（市立病院、教育委員会事務局及び水道局所管の財産を除く。）に対する建物総合損害共済（全国市有物
件）、市で所有、使用、管理する施設または自治体業務を行うにあたって起因した市民等への法律上の賠償責任に対応する賠償責
任保険（全国市長会）及び秩父にある市有林の被災に対する森林国営保険への加入等の事務取扱い。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

・特定財源 根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

市民の財産である建物等の損害保険と市民等が対象となる損害賠償保険へ
の加入は、被害発生時の市の負担を軽減し、市民等への損害に対して迅速
に対応することができる。

点検後の
方向性

ア

ウ
　移　管

イ

　廃止又は凍結

エ

　縮　小

　統廃合

効率性

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

各保険への加入等の手続き業務であるため。

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

左記として判断した根拠

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市）　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

本委員会は、一定面積以上の高額な予算を伴う財産の取得や処分における
適正な価格を審議するため、専門的な知識を有する委員により審議してもら
うことは、市の財政上、必要である。

左記として判断した根拠

本委員会の運営は、他の部署との連絡調整等があり、また、財産の取引情報
（個人情報等）の取扱いもあるため。

　事務改善

委員1人あたりの報酬費及び人数は、横浜市：一律17,000円、7名、川崎市：
一律19,000円、3名、千葉市：一律13,000円、8名、相模原市：一律12,600
円、5名、本市は委員長12,000円、1名、委員10,000円、１１名となっている。

さいたま市財産評価委員会は、さいたま市の財産（不動産に限る。）の取得又は処分に関する価格の適正を期するため、市長又は水
道事業管理者の諮問に応じ、財産の価格を審議し、その結果を答申する職務を担っており、用地管財課が事務局となり、委員会の運
営を行っている。

公有財産の取得又は処分にあたり、適正な価格を審議することは、市の財産
に関わる問題であり、市の財政上、必要である。

左記として判断した根拠

公有財産の取得又は処分にあたり、適正な価格を審議することは、市の財産
に関わる問題であり、市の財政上、必要である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

０４８－８２９－１１８８責任者 問い合わせ先丸山　彦文所管部署 財政局 財政部 用地管財課

財産評価委員会運営事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

財産評価委員会運営事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 03160601 － ０００

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

公有財産の取得又は処分にあたり、適正な価格を審議する委員会は、本委
員会のみである。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
公有財産の取得又は処分にあたり、適正な価格を審議することは、市の財産に関わる問題であり、市の財政上、必要であるため、今後も
継続事業とするものです。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
当事業は、各事業担当課が公共用地の取得を行うための基準を整備する事業であり、用地取得が絡む様々な事業を下支えする事業と
なっているため、現状どおり継続とする。今後も用地取得の適正性、公平性を維持するため、補償基準の改正等が行われた場合には速
やかに対処していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

公共用地の取得に伴う損失補償基準（S３７．１０．１２用対連基準）を受けてさ
いたま市の基準を定めていることから統合は不可能と考える。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 03162201 － ０００

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局 財政部 用地管財課

用地取得管理事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

用地取得管理事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８－８２９－１１８８責任者 問い合わせ先丸山　彦文

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（                          ）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧3市　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

公共事業の円滑な遂行と損失の適正な補償基準を設けることにより、公平性
が保たれることが市民に対して必要なことである。

左記として判断した根拠

市が行う事業に適用するための基準であるため市で定める必要がある。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

この基準により公共用地の取得が行われていることから費用に見合った効果
が出ている。

左記として判断した根拠

適正な補償基準を市が定めることにより、公平性が保たれることから民間委託
は不可能である。

　事務改善

各指定都市においても同様の基準の作成を行っている。

公共事業に必要な土地等の取得又は土地等の使用に伴う損失の補償の基準を定め、事業の円滑な遂行と損失の適正な補償の確保
を図ること

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

昭和51年完成以来、経年劣化により建物や設備の修繕箇所が増えている
が、年次計画を立て業務を進め、適切な管理運営により市民サービスの拠点
として維持できているため

左記として判断した根拠

平成22年度庁舎管理業務において本庁舎保守管理、清掃、電話交換及び
総合案内等２４の業務委託を実施しており、民間委託により経費の支出を抑
えることが出来るため

　事務改善

建設年度、述べ床面積等いちがいに比較は難しいが、費用対効果を考え他
４市と１㎡あたりの庁舎管理事業歳出を比べると２番目に安価であり、平均的
なサービス水準であるため。

本庁舎施設の安全な維持管理をするために適正な管理、運営を行う。

市民が訪れる場所であり、市民サービスの拠点として維持管理する必要があ
るため

左記として判断した根拠

市行政の根幹をなす、主要な本庁舎機能を配する本庁舎は行政目的以外
の組織を配置する余地も無く当然、施設管理は市が直轄すべき事業である
ため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

０４８－８２９－１１６９責任者 問い合わせ先鈴木　勝幸所管部署 財政局財政部庁舎管理課

庁舎管理事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

庁舎管理事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード ０３１６０８０１ － ０００

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

施設ごとに使用目的、用途がことなるため統合は不可能である。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
庁舎管理事業については、建物の保守管理、快適な執務環境及び市民の快適な利用が出来ることを確保することであり、民間委託によ
り業務の効率化と先進的な技術を活用することで、費用対効果を考慮し、経費の節減によって維持管理を継続的に実施する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

カ

平成１３年５月１日以後（　　　　　１８　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本庁・区役所以外の公用車については、管理を一元化することで統合ができ
るため

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　公用車の民間委託化事業（リース化）は、歳出予算の平準化と効率的な運用が図られること、車両にかかる維持管理経費の軽減が図ら
れること及び車検・法定点検、廃車時などにおける車両事務の軽減が図られることなどの効果があるため公用車については管理を一元
化することで拡大していく

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

リース化により維持管理経費は節減でき、購入時予算も平準化できる。また、
リース化により車両の管理が容易となるため

左記として判断した根拠

職員のおこなっていた点検、車検等の事務を民間委託することで事務の軽減
が図れ、維持管理経費は、削減できるため

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

本庁舎及び区役所の公用自動車については、買い替え時において順次民間委託化（リース化）にする。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

庁用自動車等管理事業

048-829-1169責任者 問い合わせ先鈴木　勝幸

コード 03161401 － 001
公用車の民間委託化事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局　庁舎管理課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

購入と比べてリース化することで車両購入時の費用や維持管理費用の節減
ができるため

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

公用車の管理は車両管理規程に定められており、また、リース化にあたって、
導入（切り替え）車両、導入台数等については市が直接判断すべきであるた
め

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

指定都市によって車両台数の把握の違いがあるが、平均値（27.1％）から比
較すると上回った数値（36.4％）であるため

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ カ

市が率先導入することにより市民の環境への意識を高めることで、低炭素化
社会の推進となり、また、燃費の改善による燃料費の節約となるため

左記として判断した根拠

次世代自動車については、リース化での導入により購入及び維持管理経費
の節減ができるため

　事務改善

他の関東指定都市の平均値（7.3％）と比較して、次世代自動車の導入率
(20.5％)が高いため

本庁・区役所の公用車については、買い替えの際に原則として次世代自動車（ハイブリット車・天然ガス自動車・電気自動車）を導入
する。

地球温暖化防止のための一貫として二酸化炭素の削減となることで、快適な
環境による市民生活を確保できるため

左記として判断した根拠

公用車の次世代自動車化は、市が率先して行なう事業であり地球温暖化防
止に貢献できるため

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　平成２１年度　）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1169責任者 問い合わせ先鈴木　勝幸所管部署 庁舎管理課

庁用自動車等管理事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

公用車の次世代自動車化事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 03161401 － 002

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本庁・区役所以外の公用車についても管理を一元化することで次世代自動
車の導入が可能となるため

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
　公用車の次世代自動車化事業は、地球温暖化防止の一環として車両から排出される二酸化炭素の削減となることから環境にやさしい
取り組みとして事業を拡大し、平成25年度末までに車両を切り替えていく。なお、導入に当たっては、リース車両とすることで経費の軽減
を図っていき、管理については、統合化を検討していく

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市･大宮市・与野市）・　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

入札制度の企画立案及び総合評価方式に係る事業は、入札企画課のみが
行っている。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　社会情勢に応じた入札制度の企画立案は、市民の安全・安心のための品質の確保や限られた財源の有効活用、更には市内業者育
成等の観点からも必要であるため、検証や他政令市等の調査を実施し、制度の改善を図ってまいります。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

景気や雇用など社会情勢に応じた入札制度を調査・研究・企画することによ
り、限りある財源の有効活用や品質の確保された契約の締結が図られる。

左記として判断した根拠

入札制度の企画立案や総合評価方式の基準作成は、市が社会情勢を鑑み
ながら独自に判断すべきことであり、公正性の面から一部の民間業者に委ね
るものではない。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

建設工事等の入札における公平性、競争性及び透明性の向上を図り、社会情勢に即応した入札制度を企画立案する。また、市民の
安全・安心のため総合評価方式の活用などにより、公共工事の品質の確保を図る。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

入札制度企画事業

048-829-1896責任者 問い合わせ先小熊　啓司

コード 03481001 － 001
入札制度改善事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局契約管理部入札企画課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

市民の安全・安心のための品質確保と、限りある財源の有効活用のために
は、社会情勢に応じた入札制度を企画立案することは欠くことができない。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

入札制度は、各自治体ごとに取扱いが異なることから、社会情勢に即応した
取扱いを個別に行う必要がある。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他の関東指定都市においても入札制度の企画立案及び総合評価方式の導
入をしている。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

各業者が技術力や経営規模に見合った工事を請け負うことにより、限られた
財源の下、粗雑工事を排除し、品質の確保された契約の締結が図られる。

左記として判断した根拠

発注者別評価項目や格付けの企画立案は、市が独自に判断すべきことであ
り、公正性の面から一部の民間業者に委ねるものではない。

　事務改善

他の関東指定都市においても発注者別評価項目や格付けを行っている。

競争入札参加資格審査に係る発注者別評価項目や評価点、業者の格付けの企画立案を行い、更に格付けに応じた発注額の基準
作りを行う。

各業者が技術力や経営規模に見合った工事の入札へ参加することにより、
品質を確保し、市民の安全・安心に資する。

左記として判断した根拠

業者の格付けを行うことで、経営規模等に見合った受注が可能となることか
ら、品質の確保に繋がるものである。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048－829-1896責任者 問い合わせ先小熊　啓司所管部署 財政局契約管理部入札企画課

入札制度企画事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

入札参加資格格付等事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 03481001 － 002

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

発注者別評価項目や格付けの企画立案は、入札企画課のみが行っている。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
　限られた財源の中で、技術力や経営規模に見合った工事を請け負うことが、市民の安全・安心のための品質の確保に繋がると考えら
れます。今後も業者の経営規模・経営状況や技術力などと、社会的な評価項目をも勘案し、適正な入札に向け、入札参加資格審査に
おける格付（等級の区分）を実施してまいります。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

指名停止措置に係る事務は、入札企画課のみが行っている。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　重大な事故や談合等不正行為を行った業者の入札参加を一定期間制限することにより、現場における安全管理体制の再構築や企業
倫理の確立など、是正の機会を与えることで、公共工事等の品質が確保されるだけでなく、強いては業者の育成にも繋がるものと考えま
す。今後においても、以上の点を踏まえ、国・他政令市等の動向も注視しながら調査・研究し、適正な指名停止措置を行ってまいります。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

独占禁止法違反や安全管理体制上重大な事故を起こすなど、不適切な有
資格業者の入札参加を一定期間制限することで、公平・公正な入札や品質
の確保に繋がる。

左記として判断した根拠

指名停止措置に係る事務は、市が独自に判断すべきことであり、公正性の面
から民間業者に委ねるものではない。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

工事の安全管理体制が不適切であったため重大な工事事故を引き起こしたり、関係者が贈賄等の反社会的な事件により逮捕される
等、公共工事の発注者としての立場から契約の相手方となることが不適切であると認められる有資格業者に指名停止措置を施し、一
定期間、入札の参加を制限する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

入札制度企画事業

048－829-1896責任者 問い合わせ先小熊　啓司

コード 03481001 － 003
指名停止事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局契約管理部入札企画課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

市民の安全・安心のため、不適切な有資格業者を一定期間、入札の参加を
制限することは必要である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

指名停止措置については、各自治体ごとに社会事象が異なることから、自治
体独自の要綱等を設置している。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他の関東指定都市においても、それぞれ要綱等により指名停止措置を行っ
ている。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
　入札手続及び契約の過程における公正性や透明性を確保するため、今後も第三者（外部委員）による審議や意見の具申は必要であ
ると考えます。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

入札監視・苦情検討に係る第三者機関による審議は、入札企画課のみが
行っている。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 03481001 － 004

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局契約管理部入札企画課

入札制度企画事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

入札監視・苦情検討委員会運営事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1896 責任者 問い合わせ先小熊　啓司

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　平成１５年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

本市が行う調達に関し、入札及び契約手続の運用状況・再苦情の処理手続
を独立した第三者の立場から審議することで、公正な入札や契約の確保が
図れる。

左記として判断した根拠

閣議決定された指針に基づき、各自治体ごとに要綱等にて設置するものであ
る。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

会議にて審議した結果を踏まえ、入札制度改正等の今後の取組みに活用す
ることができる。

左記として判断した根拠

第三者としての立場が必要であるため、公正性の面から当事者となり得る一
部民間業者に委ねるものではない。

　事務改善

他の関東指定都市においても、要綱等にて設置している。

さいたま市入札・契約手続における公平性の確保と客観性及び透明性の向上を図るため、年２回の定例会議、必要に応じて再苦情
処理に係る会議を開催する。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　公共調達を行う市が、自ら実施すべき事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　各関東指定都市も同様に競争入札参加資格者名簿を作成している。横浜
市、川崎市、千葉市は単独の電子システムで事業を行っているが、相模原市
はかながわ電子入札共同システムで事業を行っている。

有効性

根拠

　契約の相手方となるべき者は、当該契約の履行に必要な能力を有しなけれ
ばならない。よって、本市との契約を希望する者に入札参加資格申請を行わ
せ、資格を有すると認めた者の名簿を作成し合理的運用を図る。

5.その他（一部埼玉県と共同実施）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 財政局　契約課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市物品会計規則第２３条第２項、第２４条

根拠法令

実施方法

妥当性

工事等契約関係及び業者登録管理事業

048-829-1176責任者 問い合わせ先清水　達夫

コード 03143001 － 001
業者登録管理事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　適正かつ公平な契約事務を遂行するため、本市との契約を希望する業者を対象に入札参加資格の申請受付・審査を行い、資格を
有する者を登録名簿に登載する。また、建設工事、設計・調査・測量及び土木施設維持管理業務については、「埼玉県電子入札共
同システム」による申請受付を行うとともに、このシステムにより電子入札を実施し、透明性・効率性の向上を図る。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　発注する業務の適正履行を確保する上で、競争入札参加資格者名簿は必要不可欠なものであり、引き続き効率的な事務執行に努め
る。また、工事契約に係る電子入札は、入札業務の透明性、効率性を確保する観点から有効な手段であることから、今後もシステム運用
に係るコスト削減に努めながら電子入札を実施する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　本市が発注する業務の契約相手方を競争入札参加資格者名簿に登載さ
れた者の中から選定等することにより、業務の適正履行の確保が図られてい
る。

左記として判断した根拠

　申請事業者の内部情報を取り扱い、格付等を行うものである。また、入札は
市自ら実施しなければならない業務であり、民間委託はなじまない。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　本市の他の部署では、類似の事業を実施していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野市）・　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
　特定調達契約に係る一般競争入札の公告及び指名競争入札の公示については、市報により行わなければならないものとされており、
適時かつ的確に広く一般に周知する方法として、契約公報の発行は有効な手段である。今後は、他都市における発行方法を調査し、よ
り効率的な事業の実施について研究を行いながら、引き続き契約公報を発行する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　本市が公告する必要がある情報全てを掲載した「さいたま市公報」の発行に
より、一般に周知すべき情報の一元化を図ることができる。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 03143001 － 002

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市物品会計規則第２３条第２項、第２４条

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局　契約課

工事等契約関係及び業者登録管理事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

契約公報発行事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1176責任者 問い合わせ先清水　達夫

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成１５年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野市）・　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　契約公報を発行することにより、特定調達契約（一般競争入札を含む）に必
要な事項を一般に的確に周知することができる。

左記として判断した根拠

　公共調達を行う市が、自ら実施すべき事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

　公報発行により、特定調達契約等に必要な情報を適時かつ的確に広く一
般に周知することができる。

左記として判断した根拠

　公報のレイアウト作成、データ加工など、業務の一部を既に民間委託し、効
率化を図っている。

　事務改善

　各関東指定都市も同様に公報を発行している。横浜市は、契約単独の公
報を発行しているが、川崎市、千葉市、相模原市は、単独ではなく市公報の
一部として発行している。

　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令の適用のあるものなど、本市が締結する契約に関する必要
な事項を一般に周知するため、さいたま市契約公報を発行するもの。毎月１５日及び末日に発行するほか、必要に応じて臨時に発行
する。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
今後も、入札結果の分析、他自治体の先進事例の研究等を行い、より公平性、透明性、競争性を確保した公共調達に努め、事業を実施
する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

水道局発注工事については、地方公営企業法の規定に基づき、水道局が契
約事務を担当している。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 03143001 － 003

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市事務手数料条例、さいたま市物品会計規則第２３条第２項、第２４条

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局　契約課

工事等契約関係及び業者登録管理事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

工事等契約関係事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1176責任者 問い合わせ先清水　達夫

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　浦和・大宮・与野市　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

広く市民が利用する道路、建築物等の工事契約事務である。

左記として判断した根拠

市が責任を持って、公平性、透明性、競争性を確保し、公共調達を行う必要
がある。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

工事契約事務を一元化することにより、より競争性の高い調達が図られてい
る。

左記として判断した根拠

市が責任を持って、公平性、透明性、競争性を確保し、公共調達を行う必要
があること、また、入札終了まで、指名業者等の秘密情報を管理する必要が
あり、民間委託はなじまない。

　事務改善

各関東指定都市が、直営で工事契約事務を行っている。

建設工事及び建設工事に伴う調査、設計、測量業務について、工事等所管課からの依頼に基づき、業者選定、入札・契約事務を行
う。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市において、公平性・透明性・競争性を確保しながら調達事務を行う必要が
ある。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

各関東指定都市が、直営で物品購入契約事務を行っているが、各市におい
ては、電子入札の導入が図られている。

有効性

根拠

市の事業を実施するうえで必要な物品を調達するものであり、市民にとって
必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 財政局　契約課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市物品会計規則第２３条第２項、第２４条

根拠法令

実施方法

妥当性

物品購入事務事業

０４８－８２９－１１７６責任者 問い合わせ先清水　達夫

コード 0314401 － 000
物品購入事務事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

物品購入について、各所管課からの依頼に基づき、業者選定、入札及び契約行為を行う。また、不用物品（車両等）について、各所
管課からの依頼に基づき、売払いを行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
物品購入については、引き続き、公平性、透明性、競争性を確保した公共調達に努め事業を実施する。また、入札事務の透明性、効率
性を確保する観点から電子入札の導入について調査・研究を行う。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

物品購入契約事務を一元化することにより、より競争性の高い調達が図られ
ている。

左記として判断した根拠

公平性・透明性・競争性を確保しながら、適正かつ円滑に物品調達を行わな
ければならないことや調達予定案件に係る秘密保持が必要であり、民間委託
はなじまない。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

効率性・迅速性から、金額及び調達物品の種類に応じて各所管課での、契
約事務執行は、妥当と考える。また、水道局については、地方公営企業法の
規定に基づき、水道局が契約事務を担当している。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野市）　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
業務委託契約については、公平性、透明性、競争性を確保した公共調達を行う必要があるため、引き続き、事務を執行する。また、入札
事務の透明性、効率性を確保する観点から電子入札の導入について調査・研究を行う。さらに、全庁的に行われている業務委託の随意
契約について、横断的にチェックを行い、契約事務の適正化を図るものとする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

業務数が膨大であることや業務種類が多岐に渡るため、効率性から、各所管
課での契約事務執行は、妥当と考える。また、水道局については、地方公営
企業法の規定に基づき、水道局が契約事務を担当している。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 03143001 － 004

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市物品会計規則第２３条第２項、第２４条

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局　契約課

工事等契約関係及び業者登録管理事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

業務委託契約事務事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８－８２９－１１７６責任者 問い合わせ先清水　達夫

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野市）　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

市の施設管理について入札、契約をするものであり、市民にとって必要な事
業である。

左記として判断した根拠

市において、公平性・透明性・競争性を確保しながら契約事務を行う必要が
ある。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ オ

全庁的に実施されている毎年度継続し、比較的高額な業務委託契約事務に
ついて、一元化することにより、より競争性の高い調達が図られている。

左記として判断した根拠

公平性・透明性・競争性を確保しながら、適正かつ円滑に契約事務を行わな
ければならないこと、また、予定案件に係る秘密保持が必要であり、民間委託
はなじまない。

　事務改善

各関東指定都市が、直営で業務委託契約事務を行っているが、各市におい
ては、電子入札の導入が図られている。

「建物総合管理」「受付案内」「電話交換」「人間警備」「建物清掃」（1,000万円以上）の業務委託について、各所管課からの依頼に基
づき、業者選定、入札及び契約事務を行う。また、委託業務について、抽出検査の実施や契約情報について、集計公表事務を行う。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　本市の他の部署では、類似の事業を行っていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　社会経済情勢の変化に対応しながら、市が発注する公共工事の効率化と品質確保に向けた取組を継続する必要があり、引き続き、取
組みの効果を検証し、コスト縮減に努めつつ、事業を継続していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　情報化の推進では、電子配布システムの導入により発注図書の電子配布
への移行を実現するなど、発注業務の効率化や透明性の向上が図られてい
る。

左記として判断した根拠

　システム運用（保守）など、専門性を有する部分において、民間委託により
技術的能力等を活用して効率的に事業を行っている。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　本事業は、建設業法や公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律等の主旨により、市が発注する公共工事の効率化
と品質確保を図るために、建設部門の情報化の推進や適正な施工体制の確保、優秀建設工事業者表彰等を通じた技術力や施工意
欲の向上など、受発注者双方を支援するものである。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

技術基準・技術管理事業

048-829-1512責任者 問い合わせ先金子　隆行

コード 15032301 － 000
技術基準・技術管理事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局　技術管理課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

　市民生活の基盤となる社会資本を整備する公共工事においては、これまで
以上に効率化や品質確保の取組が求められており、市民に必要な事業であ
る。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　国、県、市とそれぞれが役割に基づいて実施しているものであり、市が発注
する公共工事においては、市の特性に応じて市が実施すべきである。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　関東指定都市全てが同様の取組みを行っているため、 同レベル以下の水
準となっている。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

　土木積算システムを適正に管理・運営することで、積算業務の効率化で人
件費の削減になり、最新の単価を利用することで、適正な工事費が算出され
る。

左記として判断した根拠

　土木積算システム運用（保守）と、単価調査業務の一部を、専門業者へ民
間委託している。

　事務改善

　関東指定都市全てが土木積算システムでの取組みを行っているため、 同
レベル以下の水準となっている。

　市が発注する土木工事の品質を確保するため、統一した積算基準や設計単価を定め、このデータを基に稼動する積算システムの
管理・運営を適切に行う。

　市民生活の基盤となる社会資本整備のための土木工事においては、設計・
積算業務のシステム化により、効率的かつ適正単価による積算が出来、公正
で透明性の高い工事発注につながるため、市民に必要な事業である。

左記として判断した根拠

　国、県、市とそれぞれが役割に基づいて実施しているものであり、市が発注
する公共工事においては、市の特性に応じて市が実施すべきである。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　       年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、大宮市）・　　平成１０年度）

3.全部委託

048-829-1512責任者 問い合わせ先金子　隆行所管部署 財政局　技術管理課

土木積算システム管理事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

土木積算システム管理事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 15031501 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　本市の下水道及び水道部門においても積算システムを導入しているが、
各々専門性を有していることから、統合することは出来ない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
　公共工事の発注を担当する職員に対し、土木積算業務の簡素化、迅速化、標準化を図り、より適正に発注業務が執行できるよう、今後
も引き続き管理・運営に係るコストの縮減に努めつつ、事業を継続していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　平成１５年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　本市の他の部署では、類似の事業を行っていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　公共工事の発注を担当する職員に対し、営繕積算業務の簡素化、迅速化、標準化を図り、より適正に発注業務が執行できるよう、今後
も引き続き管理・運営に係るコストの縮減に努めつつ、事業を継続していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　営繕積算システムを適正に管理・運用することで、積算業務の効率化で人
件費の削減になり、最新の単価を利用することで、適正な工事費が算出され
る。

左記として判断した根拠

　単価調査業務の一部を、専門業者へ民間委託している。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　営繕工事の積算業務において、市として統一した単価・歩掛等を使用し、正確な積算業務を行うために、電算システムを利用した設
計・積算業務の管理・運営を行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

営繕積算システム管理事業

048-829-1512責任者 問い合わせ先金子　隆行

コード 15031601 － 000
営繕積算システム管理事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局　技術管理課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

　市民生活の基盤となる社会資本整備のための営繕工事においては、設計・
積算業務のシステム化により、効率的かつ適正単価による積算が出来、公正
で透明性の高い工事発注につながるため、市民に必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　国、県、市とそれぞれが役割に基づいて実施しているものであり、市が発注
する公共工事においては、市の特性に応じて市が実施すべきである。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　関東指定都市全てが営繕積算システムでの取組みを行っているため、同レ
ベル以下の水準となっている。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

　公共事業の再評価に際し、第三者機関からの意見を求めることで、実施過
程の透明性、客観性が向上するため、費用対効果を満たしている。

左記として判断した根拠

　「国土交通省所管公共事業の再評価実施要領」に定められた委員会の運
営事業であり、直接市が実施しなければならない事業である。

　事務改善

　関東指定都市においても、同様に委員会を設置し運営しているため、同レ
ベル以下の水準となっている。

　国土交通省所管の補助事業の内、採択後、一定期間を経過した事業について、市が事業の再評価を実施するに際し、効率性、実
施過程における透明性、客観性の向上を図るため、市の対応方針案を審議する第三者機関として設置したさいたま市公共事業評価
監視委員会の運営を行う。

　公共事業の実施にあたっては、市民に対し、その過程に係る透明性の確保
が強く求められていることから、必要な事業である。

左記として判断した根拠

　「国土交通省所管公共事業の再評価実施要領」により、政令指定都市に委
員会の設置が定められている。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　大宮市　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1512責任者 問い合わせ先金子　隆行所管部署 財政局　技術管理課

公共事業評価監視委員会運営事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

公共事業評価監視委員会運営事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 15032001 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　本市の他の部署では、類似の事業を行っていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
　公共事業の再評価を行うにあたり、当委員会を開催し、審議内容や結果を公表することで、実施過程の透明性、客観性が向上するた
め、効率的でコストも安い職員により運営を行い、引き続き事業を継続していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
現在の都市施設の整備に当たっては、価格面はもとより、品質・安全性・機能性の確保等を含め、総合的に優れたものを市民に提供す
ることが必要とされる。従って、これらを受けて行われる工事請負契約の適正な履行の確保のためには、更なる検査業務の充実を図って
行かなければならず、今後も他団体等を調査・研究し、検討・研修等を行いこれらに対応して行く。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

工事請負費にて発注された工事を対象に地方自治法第２３４条の２に基づく検査業務を厳正かつ、公平に行い、行政予算の効率的
執行と都市施設の品質向上を図るもの。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

工事検査事業

048-829-1848責任者 問い合わせ先小宮山　義彦

コード 03-14-50-01 － 000
工事検査事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２３４条の２

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局契約管理部工事検査課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

地方税法に設置が義務付けられおり、価格に対する納税者の不服につい
て、市町村で中立的・専門的名第三者機関の設置が必要であるため市で実
施する。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他市も同様に、審査委員会を設置して審査申出に対して審査・決定してい
る。

有効性

根拠

市町村から独立した中立的・専門的な第三者機関が審査決定することによ
り、納税者の不服に対し、固定資産の適正な価格を保障し、課税の公平性を
担保することで、納税者の権利利益の救済を図るために必要な事業。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 財政局税務部税制課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方税法第423条

実施方法

妥当性

固定資産評価審査委員会事業

048-829-1157責任者 問い合わせ先石塚　晃

コード 035030 － 000
固定資産評価審査委員会事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　固定資産税及び都市計画税において、固定資産課税台帳に登録された価格に関して、納税者からの不服申出に対し、９人の委員
による固定資産評価審査委員会で審査決定する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
登録した価格に対する納税者の不服を、中立的・専門的な第三者機関で審査決定するために、地方税法第４２３条に市町村に固定資
産評価審査委員会の設置が規定されている。今後も固定資産税の運営のより一層の適正公平を期し、納税者の評価に対する信頼を確
保する趣旨からも、より専門性があり中立的な立場の委員を選任して固定資産評価審査委員会で審査決定する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　納税者の固定資産税の価格に関する不服について、市町村から独立した
中立的・専門的な第三者機関により審査決定することで、納税者への権利を
保護し信頼を確保していることで税務行政へ寄与している。

左記として判断した根拠

地方税法第４２３条に市町村に固定資産評価審査委員会の設置が規定され
ているため、委託することができない。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

地方税法第４２３条に市町村に固定資産評価審査委員会の設置が規定され
ていることから庁内の他の部署では設置されていない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野市）・　昭和26年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
表彰に対しての記念品については、効果等を検証して、２４年度までに廃止の方向で検討する。
補助金については、各団体の運営状況を加味して、段階的に縮小していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市税協力団体の補助金については、庁内の他部局では事業を実施していな
い。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 035226 － 001

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局税務部税制課

税務管理事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

市税協力団体への補助事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1157責任者 問い合わせ先石塚　晃

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野市）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

市税協力団体を通じて、市民へ税制度の啓発や制度の周知、自主納税への
高揚を図ることで税務行政の推進に寄与している事業であるため。

左記として判断した根拠

市民への税制度の啓発等により納税意識の向上を図り、市税の推進に寄与
することから実施している。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ イ

市民への啓発事業の経費としてみると、補助額は高めと思われる。

左記として判断した根拠

関係団体が行っている申告推進や自主納税への推奨などによる市税への波
及効果への補助事業のため民間委託は不可能である。

　事務改善

市税協力団体の補助金については、各市では廃止済である（川崎市は啓発
物品735,000円）。

市税に関する調査・研究及び啓発活動を図る市税協力団体への補助金交付（さいたま市税協力団体に対する補助金）及び表彰への
記念品交付

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

納税意識の啓発及び高揚を促進するため、国や県でも同様の事業を行って
いる。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

各都市ともに類似の事業を実施しており、本市の支出水準はだいたい同レベ
ルである（市によっては、主催者（税務署や納税貯蓄組合連合会）が費用負
担をしている場合もある。）。

有効性

根拠

租税教育の観点から行う事業である一方、税務広報事業である「税を考える
週間」の一環として実施する事業でもあり、市民に納税意識の啓発及び高揚
を行う機会として必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 財政局税務部税制課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

税務管理事業

048-829-1157責任者 問い合わせ先石塚　晃

コード 035226 － 002
租税教育事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

全国の中学生・高校生に税に対する関心を高めてもらうため、国税庁等が主催している税に関する作文の募集事業について、市内の
中学生・高校生の優秀な作品を市長賞として表彰し、記念品を授与するもの。また、さいたま市租税教育推進協議会の一員として、同
会が主催する租税教室（小学校）の講師として、職員を派遣している。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 引き続き納税意識の啓発及び高揚を促進するため、本事業を現在のサービス水準で継続することが適当。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

将来の納税者である中学生・高校生に対して、納税意識を啓発する効果が
ある。

左記として判断した根拠

納税意識の啓発及び高揚を促進することを目的として市長賞の表彰を行っ
ているため、民間委託は不可能。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

さいたま市租税教育推進協議会等も類似事業を行っているが、それぞれの
団体ごとに表彰を行っていることから、統合は不可能。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野市）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
適正な課税、公平な徴収を推進するための税務職員としての資質向上のため、外部団体が主催する研修参加後のフィードバック方法、
実施した研修の事後評価を検証しながら今後も継続していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

税務職員として求められる人材を育成する研修事業であり、本市の他部署で
の税務職員に対する類似事業はないため。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 035226 － 003

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 なし

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局税務部税制課

税務管理事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

研修事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1157責任者 問い合わせ先石塚　晃

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（旧市（浦和・大宮・与野市）・年度不明）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

本市の税務職員として求められる人材を育成するため。
　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

職員の税務知識の習得を図るもので、市民に対する正しい説明を行うために
も必要である。

左記として判断した根拠

本市の税務職員として求められる人材を育成するため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

税務職員としての専門知識を効率的に習得するために必要な事業であるた
め。

左記として判断した根拠

効果的な研修を実施するためにも、一部の研修については、外部講師により
行っているが、民間委託としては行わない。

　事務改善

他市でも同様の基礎的知識の習得を目的とした研修を行っており、また、全
国の地方公共団体税務職員向けに開催している研修へ参加するため、同レ
ベルである。

税務職員としての専門知識の習得のため、外部団体が主催する研修への参加や会議の出席、当課が主催して研修を実施する事業。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

本市における税務に関する事業であるため。（国は国税をイータックスで、県
は県税をエルタックスで電子申告等の業務を実施している）

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

各政令市とも、同一の申告等ができ、同レベルである。

有効性

根拠

納税者の利便性に貢献できるため。

5.その他（運用管理団体である地方税電子化協議会

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 財政局税務部税制課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

税務管理事業

048-829-1157責任者 問い合わせ先　石塚　晃

コード 035226 － 00４
地方税電子申告システム

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

地方税における手続きを、自宅やオフィスから、インターネットを利用して電子的に行うことができるシステムである。
当システムは社団法人地方税電子化協議会が開発・運用主体であり、すべての地方公共団体が同協議会に加入している。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
開始が決定している国税庁とのデータ連携や導入を検討している電子納税など、納税者の利便性向上や事務の効率化に向けた、更な
る事業の拡大が必要と考える。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

電子申告等の利用件数が伸びており、事務の効率化が進んでいる。また、平
成２３年１月から国税庁とのデータ連携が開始となり、さらなる事務の効率化
が見込めるため。

左記として判断した根拠

送信された申告データについて審査し、税システムへデータを移行する必要
があり、民間委託は困難である。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

地方税電子申告事業であり、本市において類似事業はない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（平成１７年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野市）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

カ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
本事業により、税に関する知識の普及と納税意識の向上が図られている。なお、「税のしおり」について、現在は６月下旬の発行時期の
早期化を、「外国語版市税のしおり」について、他部門での外国人向け冊子との共同化を図る必要がある。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他課に該当する事業がないため。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 035226 － 005

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市税のしおり広告掲載取扱要綱

根拠法令 さいたま市税のしおり広告掲載取扱要綱

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局税務部税制課

税務管理事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

広報事業（税のしおり作成）

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1157責任者 問い合わせ先石塚　晃

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　年度  ）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

市民が適切な申告と納税を行うために、税を体系的に理解できるＰＲ冊子が
必要なため。

左記として判断した根拠

市税に関する知識の啓発と納税意識の向上を図るため、市が行う。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

費用面では、短期間での作成作業と広告掲載により、人的コスト削減と広告
料収入の確保に努めている。効果面では本市唯一の市税を総合的に解説す
るＰＲ冊子として、区役所等の窓口での市民への説明に活用されている。

左記として判断した根拠

平成２０年度発行の「外国語版市税のしおり」は委託済である。

　事務改善

特に個人所得課税の内容等で、国税・県税との対比を充実させ、市税以外
の内容を充実させているため。

市民を対象とする税の啓発冊子を作成・配布し、税に関する知識の普及と納税意識の向上を図る事業である。「税のしおり」では、市
税に加えて県税、国税の概要と税の計算方法などを総合的に掲載するとともに、当該年度の税制改正事項を盛り込み、市ＨＰでも公
開している。「外国語版市税のしおり」では、市内在住の外国人を対象に、外国語で市税の概要を簡素に説明している。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市税については、市が証明するため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

税証明の発行は、区役所、支所、市民の窓口で行っており、一部の証明につ
いては、市内郵便局や自動交付機でも発行している。他政令市では区役所
等のほか、自動交付機にて3市、郵便局にて2市が発行を行っている。

有効性

根拠

市民が、関係機関等に提出するものとして、また、自身の賦課情報等を確認
するために、証明書の交付等が必要であるため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 財政局税務部税制課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令
地方税法第２０条の１０、地方税法施行令第６条の２１
地方税法第３８２条の２、地方税法第３８２条の３

実施方法

妥当性

税務管理事業

048-829-1157責任者 問い合わせ先石塚　晃

コード 035226 － 006
税証明等事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

税制改正等に対応するため、税システムの改修を行うとともに、各区役所等で税証明や固定資産課税台帳等の閲覧が円滑に行える
ようにする。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 税証明は、市民に必要であり、現在のサービス水準で継続することが適当。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

税制改正に対応するために適宜証明書等の表示を変更する必要があるた
め。

左記として判断した根拠

一部の税証明は、市内郵便局でも発行できるように郵便局に委託しており、
税システム改修業務についても併せて委託を行っている。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野市）・　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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事業名：税務体制の再構築（通番６５）

※　この事業は、直接的な予算を伴わない事業のため、総点検表（様式２）の作成は
　していません。



１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　本市で行う類似事業は外にないため。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　歳入確保の観点から、標準税率による課税を継続する。なお、課税コストは、新税システムの導入と市民税担当職員数の逓減から大幅
に低下しており、今後は公平課税とさらなる歳入確保のためには、適正な職員数の配置が必要と思われる。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　本事業の歳出に対し、個人市民税により十分な歳入を得ているため。

左記として判断した根拠

　申告書の印字・封入封緘、申告会場の警備等は民間委託しているが、申告
受付けそのものは市の税務職員が行うべきものであり、民間委託はできない
ため。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　①市内に住所を有する個人、②市内に住所を有しないが、事務所、事業所又は家屋敷を有する個人、を対象とし、個人市民税の申
告受付を行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

個人市民税賦課事業

048-829-1911責任者 問い合わせ先三枝　政幸

コード 035202 － 001
個人市民税申告受付事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局　税務部　市民税課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

 市民に行政サービスを提供するための財源確保の一環として必要な事業で
あるため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　地方税法にその旨規定されているため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　市民税申告書の受付は他の関東政令市でも同様に行っており、確定申告
書の受付け範囲等についても概ね他の関東指定都市と同一水準であるた
め。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

　本事業の歳出に対し、個人市民税により十分な歳入を得ているため。

左記として判断した根拠

　事業の一部を民間委託しているが、賦課決定は公権力の行使にあたり、こ
れ以上の民間委託は困難。

　事務改善

　標準税率を採用しているため、基本的に他都市との相違はない。

　①市内に住所を有する個人、②市内に住所を有しないが、事務所、事業所又は家屋敷を有する個人、を対象とし、法令に基づき、
適正かつ公平に個人市民税を賦課する。

 市民に行政サービスを提供するための財源確保の一環として必要な事業で
あるため。

左記として判断した根拠

　地方税法にその旨規定されているため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1911責任者 問い合わせ先三枝　政幸所管部署 財政局　税務部　市民税課

個人市民税賦課事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

個人市民税精査・賦課事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市納税通知書用封筒広告掲載取扱要綱

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 035202 － 002

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　本市で行う類似事業は外にないため。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
　歳入確保の観点から、標準税率による課税を継続する。なお、課税コストは、新税システムの導入と市民税担当職員数の逓減から大幅
に低下しており、今後は公平課税とさらなる歳入確保のためには、適正な職員数の配置が必要と思われる。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　本市で行う類似事業は外にないため。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　歳入確保の観点から、標準税率による課税を継続する。なお、課税コストは、新税システムの導入と市民税担当職員数の逓減から大幅
に低下しており、今後は公平課税とさらなる歳入確保のためには、適正な職員数の配置が必要と思われる。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　個人市民税としての歳入を確保する一方、公平公正な課税の実現にも資
するため。

左記として判断した根拠

　平成22年度から事業の一部を民間委託する（未申告調査用申告書の印
字・封入封緘）予定。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　課税の公平性の実現のため、年齢や前年の課税状況等を考慮し、申告書未提出者に対して、積極的な調査を実施する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

個人市民税賦課事業

048-829-1911責任者 問い合わせ先三枝　政幸

コード 035202 － 003
個人市民税申告書未提出者調査事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局　税務部　市民税課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

 市民に行政サービスを提供するための財源確保の一環として必要な事業で
あるため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　地方税法にその旨規定されているため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　他都市でも基本的に本市と同様の申告書未提出者に対する調査は行って
いる。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

類似する事業なはい
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
歳入確保の観点から、法人の規模による２段階の税率による課税を継続する。なお、課税コストは、新税システムの導入と市民税担当職
員数の逓減から大幅に低下しており、今後は公平課税とさらなる歳入確保のためには、適正な職員数の配置が必要と思われる。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

公平公正な課税の実現に必要な事業であるため

左記として判断した根拠

申告書の出力、封入・封緘など、既に民間への委託を行っている

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市内に事業所または寮等を有する法人から、設立（設置）等の異動届を受け、その登録・管理を行う。また、法人税額を基礎として算
出する法人税割額と、資本金等の額及び市内の従業者数をもとに算出する均等割額の申告内容を精査、データ登録し、調定資料を
作成する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

法人市民税賦課事業

048-829-1911責任者 問い合わせ先三枝　政幸

コード 035213 － 001
法人市民税申告書受付・入力

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局　税務部　市民税課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

市民に行政サービスを提供するための財源確保の一環として必要な事業で
ある

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

地方税法にその旨規定されているため

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

全国のどの市町村でも同様の事務を行っている

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

公平公正な課税の実現に必要な事業であるため

左記として判断した根拠

国税の税額通知の照合事務など、既に民間への委託を行っている

　事務改善

全国のどの市町村でも同様の事務を行っている

市で把握している法人税額（課税標準）と国・県から入手した申告等の課税資料との突合を行い、税額に差異があった場合は更正処
理を行う。

市民に行政サービスを提供するための財源確保の一環として必要な事業で
ある

左記として判断した根拠

地方税法にその旨規定されているため

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（                         ）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1911責任者 問い合わせ先三枝　政幸所管部署 財政局　税務部　市民税課

法人市民税賦課事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

法人市民税税額更正処理

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 035213 － 002

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

類似する事業なはい
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
歳入確保の観点から、法人の規模による２段階の税率による課税を継続する。なお、課税コストは、新税システムの導入と市民税担当職
員数の逓減から大幅に低下しており、今後は公平課税とさらなる歳入確保のためには、適正な職員数の配置が必要と思われる。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）

70



１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

類似する事業なはい
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
歳入確保の観点から、法人の規模による２段階の税率による課税を継続する。なお、課税コストは、新税システムの導入と市民税担当職
員数の逓減から大幅に低下しており、今後は公平課税とさらなる歳入確保のためには、適正な職員数の配置が必要と思われる。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

公平公正な課税の実現に必要な事業であるため

左記として判断した根拠

課税権、調査権のある市で行うべき事業であり、民間への委託は不可能であ
る

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市内に事業所または寮等を有していると思われ、申告書の提出のない法人等の実態を把握するために現地調査を行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

法人市民税賦課事業

048-829-1911責任者 問い合わせ先三枝　政幸

コード 035213 － 003
法人市民税実態調査

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局　税務部　市民税課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

市民に行政サービスを提供するための財源確保の一環として必要な事業で
ある

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

地方税法にその旨規定されているため

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

全国のどの市町村でも同様の事務を行っている

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

公平公正な課税の実現に必要な事業であるため

左記として判断した根拠

納税通知書の出力、封入・封緘など既に民間委託を行っている

　事務改善

全国のどの市町村でも同様の事務を行っている

市内に定置場のある軽自動車等の所有者に対し、軽自動車税を賦課徴収するため、原動機付自転車、及び小型特殊自動車の標識
を交付するとともに、賦課期日（４月１日）現在の所有者に対して、軽自動車税納税通知書を作成し、通知する。

市民に行政サービスを提供するための財源確保の一環として必要な事業で
ある

左記として判断した根拠

地方税法にその旨規定されているため

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1911責任者 問い合わせ先三枝　政幸所管部署 財政局　税務部　市民税課

軽自動車税賦課事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

標識の交付、及び軽自動車税の賦課

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市納税通知書用封筒広告掲載取扱要綱

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 035220 － 001

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

類似する事業なはい
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
歳入確保の観点から、標準税率による課税を継続する。なお、課税コストは、新税システムの導入と市民税担当職員数の逓減から大幅
に低下しており、今後は公平課税とさらなる歳入確保のためには、適正な職員数の配置が必要と思われる。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

類似する事業なはい
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
歳入確保の観点から、標準税率による課税を継続する。なお、課税コストは、新税システムの導入と市民税担当職員数の逓減から大幅
に低下しており、今後は公平課税とさらなる歳入確保のためには、適正な職員数の配置が必要と思われる。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

公平公正な課税の実現に必要な事業であるため

左記として判断した根拠

申告書データの入力事務など既に民間委託を行っている

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市内に定置場のある軽自動車等の所有者に対し、軽自動車税を賦課徴収するため、申告を受付し、申告データの登録を行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

軽自動車税賦課事業

048-829-1911責任者 問い合わせ先三枝　政幸

コード 035220 － 002
軽自動車税申告データの登録

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局　税務部　市民税課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

市民に行政サービスを提供するための財源確保の一環として必要な事業で
ある

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

地方税法にその旨規定されているため

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

全国のどの市町村でも同様の事務を行っている

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

公平公正な課税の実現に必要な事業であるため

左記として判断した根拠

当事業は課税権のある市で行うべき事務内容であり、民間に委託する事務量
ではない

　事務改善

全国のどの市町村でも同様の事務を行っている

たばこ製造業者や卸売販売業者を特別徴収義務者とし、毎月提出される申告書に基づき課税する。今年度は、１０月１日に税率改正
があり、手持ち品課税が実施される。

市民に行政サービスを提供するための財源確保の一環として必要な事業で
ある

左記として判断した根拠

地方税法にその旨規定されているため

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1911責任者 問い合わせ先三枝　政幸所管部署 財政局　税務部　市民税課

その他市税賦課事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

市たばこ税賦課事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 035221 － 001

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

類似する事業なはい
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容 納税義務者が少なく、かつ申告納税制度をとっているため、課税の事務負担が小さく、改善の余地が少ないので現行どおりとする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

類似する事業なはい
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 納税義務者が少なく、かつ申告納税制度をとっているため、課税の事務負担が小さく、改善の余地が少ないので現行どおりとする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

公平公正な課税の実現に必要な事業であるため

左記として判断した根拠

当事業は課税権のある市で行うべき事務内容であり、民間に委託する事務量
ではない

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

鉱泉浴場の入湯行為に対して課税するもので、宿泊をともなう温泉施設を特別徴収義務者とし、毎月提出される申告書に基づき課税
する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

その他市税賦課事業

048-829-1911責任者 問い合わせ先三枝　政幸

コード 035221 － 002
入湯税賦課事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局　税務部　市民税課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

市民に行政サービスを提供するための財源確保の一環として必要な事業で
ある

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

地方税法にその旨規定されているため

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

同税を徴収する市町村は、全国で同様の事務を行っている

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

公平公正な課税の実現に必要な事業であるため

左記として判断した根拠

当事業は課税権のある市で行うべき事務内容であり、民間に委託する事務量
ではない

　事務改善

同税を徴収する市町村は、全国で同様の事務を行っている

市内合計床面積が1000㎡を超える事業所等にかかる資産割、市内従業者の合計が100人を超える事業所等にかかる従業者割につ
いて、申告に基づき課税する。

市民に行政サービスを提供するための財源確保の一環として必要な事業で
ある

左記として判断した根拠

地方税法にその旨規定されているため

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1911責任者 問い合わせ先三枝　政幸所管部署 財政局　税務部　市民税課

その他市税賦課事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

事業所税賦課事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 035221 － 003

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

類似する事業なはい
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
歳入確保の観点から、標準税率による課税を継続する。なお、課税コストは、新税システムの導入と市民税担当職員数の逓減から大幅
に低下しており、今後は公平課税とさらなる歳入確保のためには、適正な職員数の配置が必要と思われる。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

 　本市で行う事業で類似する事業は他に無いため。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 内容を精査した上で、レイアウト変更を行うなどして納税者に分かりやすい納税通知書の作成に努める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　コンビニでの納付が可能な平成２２年度分の納税通知書を作成したことによ
り、納税者の利便性が高まったため。

左記として判断した根拠

　納税通知書の様式の印刷、データ印刷、封筒への封入封緘を委託してい
るため。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　毎年５月上旬に発送する固定資産税及び都市計画税納税通知書の様式の印刷、様式への印字、封筒への封入封緘を行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

固定資産税及び都市計画税賦課事業

048-829-1182責任者 問い合わせ先竹内　弘

コード 03521201 － 000
納税通知書等作成業務

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市市税納税通知書用封筒広告掲載取扱要綱、不動産取得税に係る不動
産取得通知テープの提供に関する協定

根拠法令 地方税法第１３条第１項、３６４条

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局 税務部 固定資産税課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

　　固定資産税は市の基幹的税目であり、都市計画税は都市基盤の整備を
する上で重要な財源であるため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　地方税法で固定資産税は市が課するとの定めがあり、また、都市計画税は
固定資産税とともに徴収すると定めがあるため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　平成２２年度よりコンビニで納付できるように納税通知書の様式を変更した
ため。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
　固定資産の評価について専門的な知識を有する者を選任して、この者に固定資産の評価を行わせ、また、市町村が行う固定資産の価
格の決定の補助をするために、固定資産評価員を設置することとしているため継続して行うものです

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市で行う事業で類似する事業は他に無いため。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 03521201 － 001

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

労働保険の保険料の徴収等に関する法律

根拠法令 地方税法第４０４条第１項

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局 税務部 固定資産税課

固定資産税及び都市計画税賦課事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

固定資産評価員管理業務

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1182責任者 問い合わせ先竹内　弘

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

固定資産の数は非常に多く、市町村長が個々の固定資産について自ら評価
し、適正な時価を求めることは極めて容易ならざることであり、また、固定資産
の評価という職務は相当高度の専門的な知識を必要とするため。

左記として判断した根拠

総務大臣が示す固定資産評価基準に従い固定資産を適正に評価し、市町
村長が行う価格の決定を補助する。実地調査、評価調書等を中心とする評
価の一連の職務を担当するため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

　本事業によって、固定資産税収及び都市計画税収を確保できるため。

左記として判断した根拠

固定資産評価員の報酬の支払いは市が行う必要があるため。

　事務改善

　横浜市は職員が兼任している。川崎市は報酬日額28,000円で原則週２日
勤務する。千葉市は報酬月額235,000円で週２日勤務する(必要に応じて追
加で勤務)。さいたま市は報酬300,000円で週４日勤務している。

　地方税法第４０４条で市町村に設置することと定められている固定資産評価員の報酬等の管理を行う。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

イ

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

 　本市で行う事業で類似する事業は他に無いため。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 　外部機関など研修参加人数を減らし、受講者による内部機関の研修講師へと移行する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　職員の能力、技術が向上することで、より公平、適正な評価ができるため。

左記として判断した根拠

　職員が参加した研修の参加費用は市が支払うべきであるため。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　日本経営協会及び資産評価システム研究センターで開催する固定資産の評価に関する研修に参加することで、職員の資質向上を
図る。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

固定資産税及び都市計画税賦課事業

048-829-1182責任者 問い合わせ先竹内　弘

コード 03521201 － 002
固定資産関係研修管理業務

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局 税務部 固定資産税課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

　本市の職員が研修を受講することで、固定資産を評価する能力が向上し
て、より効率的に事務を行うことができるため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　市の職員が受講した内容を持ち帰り、内部の講師として成長することで課税
技術の全体的な底上げにつながるため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他の関東の指定都市では、会費の負担金は払っているが、研修に参加する
ための負担金は支払っていないため。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

　本事業よって、公平・適正な固定資産の価格決定が可能なため。

左記として判断した根拠

　土地の鑑定評価及び課税に関係するシステムの改修を民間に委託してい
るため。

　事務改善

　関東指定都市においても３年に一度同様に業務を行っているため。

　市内に所在する固定資産の価格を３年ごとに見直す事業。

　地方税法及び固定資産評価基準に基づき適正に固定資産評価替えを行う
必要があるため。

左記として判断した根拠

　地方税法の規定によって、評価替えは市で行うものとされているため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・　年度）

3.全部委託

048-829-1182責任者 問い合わせ先竹内　弘所管部署 財政局 税務部 固定資産税課

固定資産税及び都市計画税賦課事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

評価替業務

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方税法第３４１条、３４９条、４０１条

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 03521201 － 003

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

 　本市で行う事業で類似する事業は他に無いため。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容 　地価動向、経済情勢等を的確に把握し、公平・適正な評価替えの業務を行う。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

 　本市で行う事業で類似する事業は他に無いため。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 市の歳入確保に必要な事業であるため現行どおりとする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　本事業によって、固定資産税収及び都市計画税収を確保できるため。

左記として判断した根拠

　固定資産の評価に関するシステムの導入を民間に委託しており、そのシス
テムを民間業者より賃借しているため。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

賦課期日(１月１日)現在における市内の土地・家屋・償却資産の利用状況を正確に把握し、適正な評価に基づく固定資産税及び都
市計画税の賦課を行い、税額を確定させる。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

固定資産税及び都市計画税賦課事業

048-829-1182責任者 問い合わせ先竹内　弘

コード 03521201 － 004
固定資産税及び都市計画税賦課業務

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方税法第３４２条、３６４条、７０２条

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局 税務部 固定資産税課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

　固定資産税は市の基幹的税目であり、都市計画税は都市基盤の整備をす
る上で重要な財源であるため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　地方税法の規定により、固定資産税は市が賦課するものとされており、ま
た、都市計画税は固定資産税と併せて賦課できるという規定があるため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　関東指定都市も同様に賦課業務を行っているため。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（平成２２年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

上下水道料金でもコンビニエンスストアでの納付を導入している。しかし、公
営企業会計と普通会計の違いがあるため、統合不可能。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
平成２２年度から開始したコンビニエンスストアでの納付を促進することにより、納付機会の拡大を図ることで納税者の利便性を向上させ
る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

納付機会の拡大により納税者の利便性が向上する。

左記として判断した根拠

費用対効果の観点から、市が実施すべき事業である。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市税の新たな支払い方法であるコンビニエンスストアでの納付を促進することで、納付機会の拡大を図り、納税者の利便性を向上させ
る。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

納税管理事業

０４８－８２９－１１６４責任者 問い合わせ先関根　三男

コード 03523401 － 001
市税の納付方法の拡大事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局　税務部　収納対策課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

納付機会が拡大されることにより納税者の利便性が向上する。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市税の納付方法の拡大のため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市でコンビニエンスストアでの納付を導入している。相模原市で
はパソコン、携帯電話及びＡＴＭからの納付が可能なしくみ（ペイジー）も導
入している。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ カ

納付機会の拡大により納税者の利便性が向上する。また、納期内納付の促
進が図られる。

左記として判断した根拠

納期カレンダー・ポスター・チラシの印刷及び電算業務については、民間委
託をしている。

　事務改善

日曜納税窓口は、他の関東指定都市では導入していない。相模原市では年
に数回平日夜間（19時まで）納税窓口を開設している。
口座振替制度はいずれの関東指定都市でも導入している。

口座振替手数料を納税者に負担してもらうことで、費用の確保が可能であ
る。

市税の安定確保を図るため、日曜納税窓口を開設するとともに、納期内納付の促進に有効な手段である口座振替制度の利用促進を
図る。

日曜納税窓口を開設することで、納付機会が拡大され、納税者の利便性が
向上する。また、口座振替制度を勧奨することにより、納税者の利便性が向
上する。

左記として判断した根拠

市税の安定確保のため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・　　　　　年度）

3.全部委託

０４８－８２９－１１６４責任者 問い合わせ先関根　三男所管部署 財政局　税務部　収納対策課

納税管理事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

納税促進及び口座振替制度の勧奨事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令
地方税法、さいたま市税条例、さいたま市会計規則、さいたま市
公金取扱金融機関に関する規則、公金収納事務取扱要綱、口
座振替事務取扱要綱

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 03523401 － 002

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

国民健康保険税と統合可能。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
納期カレンダー・ポスター・チラシなどを作製し、口座振替を勧奨しその加入率を高めるとともに、納期内納付の促進に有効な手段となる
口座振替制度の一層の促進を図っていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

税負担の公平を実現するため、滞納整理業務を遂行しているが、全滞納者
に対する対応が図ることができず、収入未済や不納欠損処分が発生してい
る。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

債権回収対策課において市税以外の債権を所掌している。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 平成２２年度市税収納対策基本方針に掲げた重点事項を中心に、各区収納課と密接な連携の下、一層の収納率の向上を図っていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

自主財源としての市税の安定確保が図られる。

左記として判断した根拠

滞納整理業務は公権力を行使する業務のため、民間委託は不可能。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

税負担の公平を実現するため、市税滞納者に対し督促、催告、納税折衝、滞納処分等の滞納整理を行い、市税収入を確保する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

市税徴収事業

０４８－８２９－１１６４責任者 問い合わせ先関根　三男

コード 03524201 － 001
市税徴収事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方税法、国税徴収法、さいたま市税条例

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局　税務部　収納対策課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

よりよい市民への行政サービスを提供するため、その財源確保を図る。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

自主財源としての市税の安定確保を図る。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市でも同様の市税の徴収業務を実施している。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

自主財源としての市税の安定確保が図られる。

左記として判断した根拠

公権力の行使に当たらない業務（滞納者に対する電話による自主的納付の
呼びかけ業務）を民間委託している。

　事務改善

千葉市、川崎市が電話等による納税催告事業の導入を検討している。

市税の収納対策を強化するため、民間から派遣を受けた職員により、電話による納付の呼びかけ業務を実施し、自主納付の促進を図
るとともに市税収入の確保、収納率の向上を図る。

よりよい市民への行政サービスを提供するため、その財源確保を図る。

左記として判断した根拠

市税収入の確保を図るため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（１９年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

０４８－８２９－１１６４責任者 問い合わせ先関根　三男所管部署 財政局　税務部　収納対策課

市税徴収事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

電話等による納税催告事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 03524201 － 002

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

国民健康保険税と統合可能。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容 関東指定都市では実施していないが、現在１９政令指定都市中１１市が導入しており、その費用対効果を検証していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ア

平成１３年５月１日以後（　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市の他の部署では、類似の事業を行っていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 他の政令指定都市のうち、いずれの市でも実施していないことから、平成２２年度実績分を平成２３年度に交付し廃止する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

口座振替制度の普及やコンビニエンスストア収納の導入により、納期内納付
の促進が図られている。

左記として判断した根拠

納税貯蓄組合の事務経費に対する運営費である。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市内の納税貯蓄組合に対して、組合の育成や活動を支援するために補助金を交付する。補助金の交付を通じ納期内納付、納税思
想の普及啓発をすることにより市税収入の安定確保を図る。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

納税貯蓄組合事業

０４８－８２９－１１６４責任者 問い合わせ先関根　三男

コード 03525601 － 001
納税貯蓄組合事務費補助金交付事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令
納税貯蓄組合法、さいたま市納税貯蓄組合事務費補助金交付
要鋼

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局　税務部　収納対策課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

市民に対し、納期内納付を促進することや納税思想を普及啓発することは必
要である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市税収入の安定確保を図るものである。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

政令指定都市中、平成２１年度以降事務補助金を交付するのは、さいたま市
のみ。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ア

納税貯蓄組合連合会の納税勧奨グッズを使用した納税思想の啓発活動に
ついては、費用対効果が見込めない。

左記として判断した根拠

 納税勧奨グッズの作製については、一部民間委託している。

　事務改善

市の連合会へ補助金を交付しているのは、本市と千葉市のみとなっている。

単位組合が加入するさいたま市納税貯蓄組合連合会に対して、組合員研修等の事業に補助金を交付する。補助金の交付を通じ連
合会活動を支援することにより市税収入の安定確保を図る。

納税思想の啓発活動は、市民にとって必要な事業である。

左記として判断した根拠

市税収入の安定確保を図るものである。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

市の職員が任意団体である連合会の事務局をしている。
　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成１３年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（（浦和市・大宮市・与野市）・　　　年度）

3.全部委託

０４８－８２９－１１６４責任者 問い合わせ先関根　三男所管部署 財政局　税務部　収納対策課

納税貯蓄組合事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

納税貯蓄組合連合会補助金交付事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令
納税貯蓄組合法、さいたま市納税貯蓄組合連合会補助金交付
要綱

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 03525601 － 002

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市の他の部署では、類似の事業を行っていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容 現在、連合会で行っている納税思想の啓発活動は、市が事業主体となるべきものであることから、平成２２年度交付までとし廃止する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 市税の過誤納金及び課税の更正・取消等に生じる還付金・還付加算金があるときは、遅滞なく還付する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市税の過誤納金及び課税の更正・取消等に生じる還付金・還付加算金を還付する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

市税還付金及び還付加算金事業

０４８－８２９－１１６４責任者 問い合わせ先関根　三男

コード 03525501 － 000
市税還付金及び還付加算金事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方税法第１７条、第１７条の２、第１７条の４

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 財政局　税務部　収納対策課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

本事業は、市が有する債権を回収する事業のため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他の関東指定都市で、専門組織として高額困難事案を債権所管課から引継
ぎ、回収を集中的に実施している都市はないため。

有効性

根拠

本事業は、市民負担の公平性の確保といった点も含め、歳入の安定確保を
図ることを目的としているため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 税務部　債権回収対策課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令
地方自治法第240条
地方税法第331条、同373条、同459条、同702条の８、同７０６
条、同728条

実施方法

妥当性

債権回収対策事業

048-829-1194責任者 問い合わせ先矢板　齋

コード 03526001 － 001
高額困難債権事案の集中処理

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

さいたま市債権回収対策基本計画に基づき、市税等の５債権の困難事案の一部を債権所管課から引継ぎ、滞納整理を集中的に実
施する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
さいたま市債権回収対策基本計画による本事業の実施については、有効性の検証を踏まえた上で、平成23年度末まで継続する方向で
ある。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

それぞれの所管課での対応が困難な事案を引継いで集中処理を実施した結
果、収納率が向上しているため。

左記として判断した根拠

弁護士などの債権回収の専門家に回収を依頼するための費用が発生し、費
用対効果が合わないため。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

それぞれの所管課での対応が困難な事案を引継いで集中処理を実施してい
るため、収入未済額が生じる。
なお、不納欠損処理は、それぞれの所管課で行っている。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

現在他の債権所管課が回収に取組んでいる困難事案も、必要に応じて引継
ぎ、本課で回収可能であると考えられるため。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　       　）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

本課が主宰する研修は、それぞれの所管課で実施するよりも費用対効果の
高い方法で、受講した債権所管課職員からの評価も高く、最新の高度な債権
回収に関するノウハウを提供していると認められるため。

左記として判断した根拠

弁護士などの債権回収の専門家を講師とした研修を実施しているため。

　事務改善

全庁的な債権管理組織　さいたま市：有（債権回収対策課）
横浜市：有（財政課　歳入確保強化担当）　千葉市：無
川崎市：有（滞納債権対策室）　相模原市：無

該当なし

さいたま市債権回収対策基本計画に基づき、債権所管課（１９課所・１室）を対象に、助言、指導、研修等の支援策を実施することによ
り徴収技術の向上を図る。

本事業は、市民負担の公平性の確保といった点も含め、歳入の安定確保を
図ることを目的としているため。

左記として判断した根拠

本事業は、市が有する債権を回収する事業のため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

本事業中内部講師による研修については、職員が外部の専門家を講師とし
た研修を受講し、その回収ノウハウを他の所管課に提供しているため。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成　20　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1194責任者 問い合わせ先矢板　齋所管部署 税務部　債権回収対策課

債権回収対策事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

徴収技術の支援・強化

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 03526001 － 002

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本事業は、本課が債権回収の専門組織として全庁的な債権回収対策を推進
するために実施されるもので、本市でほかに同様の組織は存在しないため。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
さいたま市債権回収対策基本計画による本事業の実施については、有効性の検証を踏まえた上で、平成23年度末まで継続する方向で
ある。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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